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研究要旨 
本研究では、水道システムにおける生物障害の実態把握とその低減対策手法の提案
を目的とした調査研究を実施した。 
我が国の浄水場における生物障害の発生および対策実態を明らかとすることを目的
に、全国 79の水道事業体および 239の浄水場を対象としたアンケート調査を実施した。
その結果、平成 22年 10月から 24年 9月までの 2年間に、生物障害が発生したのは、
79水道事業体のうち 49事業体（62%）、239浄水場中 102浄水場（43%）であり、多く
の水道事業体が生物障害に悩まされていることが明らかとなった。地域別の生物障害
の発生割合は、水道事業体数をベースとして計算すると、北海道・東北で 50%、関東
で 77%、中部で 33%、関西で 53%、中国・四国で 79%、九州・沖縄で 58%であり、多
少の地域差はあるものの、全ての地域で生物障害が発生していた。障害の種類別の発
生割合は、浄水場数をベースとして計算すると、異臭味障害が 63%、ろ過漏出障害が
17%、凝集沈殿処理障害が 9%、ろ過閉塞障害が 9%、その他の障害が 2%であり、異臭
味障害の発生が特に多いことがわかった。 
ろ過漏出障害対策に関する基礎的知見を得ることを目的として、相模湖を水源とす
る川崎市上下水道局長沢浄水場の各工程水を対象とし、分子生物学的手法を用いてピ
コプランクトンの生物相について解析した。その結果、ろ過水から 2013年 6月から 9
月にかけてオーストリアのモンド湖からの分離株である Synechococcus sp. MH305に近
縁なクローンが高い割合で検出され、主要なろ過漏出障害の原因生物である可能性が
示唆された。原水では Synechococcus sp. 0BB26S03に近縁なクローンの割合が大きく、
ろ過水では Synechococcus sp. MH305 に近縁なクローンの割合が大きくなる傾向があ
り、Synechococcus 属の種類によって処理工程における除去特性が異なる可能性が示唆
された。また、次世代シークエンサーを用いた 16S rRNA遺伝子アンプリコン解析によ
り水道水源の微生物群集構造を門レベルから属レベルまで定量的に評価することが可
能であった。 
水道水源における障害生物の発生抑制手法として曝気循環設備に着目し、その効果
を把握するため、9 ダム貯水池で実証実験を行った。その結果、貯水池総リン濃度が
0.04mg/L以下のダム貯水池の場合は、年最大水温勾配を 0.1℃/m以下になるように曝気
循環設備を運転すれば、Microcystisによるアオコを抑制することがわかった。一方、カ
ビ臭原因藻類である Anabaena、Phormidiumと Oscillatoria については、曝気循環設備を
運転しても、抑制効果が見られるケースと見られないケースがあった。 
ピコ植物プランクトンの凝集沈殿処理に及ぼす急速撹拌強度、撹拌時間および凝集
剤種類の影響を検討し、Synechococcus sp.のフロックは、G値の増加とともに増加する
傾向を示し、ポリシリカ鉄(PSI)の場合 G値 250s-1、撹拌時間 90秒、ポリ塩化アルミニ
ウム(PACl)の場合 G 値 200s-1、撹拌時間 60 秒で最大径を示すこと、それぞれ撹拌強度
がさらに増加する、あるいは撹拌時間がさらに長くなるとフロック径の減少が起こる
ことがわかった。また、PACl に比べて PSIにおいてフロック径の成長促進、沈殿除去
性向上が認められたものの、フロックに取り込まれない粒子が多数存在し、除去限界



 
 
 

  

が存在する可能性も示唆された。 
本研究では、災害の発生に対する浄水場の脆弱性を薬品確保の観点から検討するた
め、また、生物障害の発生対策の必要性などをエネルギー消費量および対策コストの
観点から評価するために、昨年度実施した浄水場へのアンケート調査の結果を解析す
る。今年度は、浄水薬品の製造工場などの情報として、薬品工場名、取扱薬品、所在
地、電話番号など、151項目を集約した。また、東日本大震災時の薬品確保状況の調査
により、広範囲で浄水薬品の確保が問題となったこと、災害対策マニュアルの整備状
況の調査により、その整備率が低く、整備の推進が必要であることが示された。さら
に、生物障害の発生によって増加する浄水薬品製造量から、その増加量の生産に伴う
電力消費増加量および二酸化炭素排出増加量をアンケート調査結果と各種原単位調査
結果に基づいて推算したところ、浄水処理に要する電力消費量と二酸化炭素排出量の
年間値は、それぞれ 0.11%、0.79%増加するという結果を得た。ただし、この推算結果
は、浄水薬品の輸送による二酸化炭素排出量の変化を含んでおらず、これを推算する
必要がある。そこで、地理情報システムを用いてこれを推算する方法を確立した。 
 
研究分担者 
西村  修  東北大学東北大学大学院 

工学研究科 教授 
藤本尚志  東京農業大学 応用生物科学部 
     醸造科学科 准教授 
高梨啓和  鹿児島大学大学院 

理工学研究科 准教授 
岸田直裕 国立保健医療科学院 

生活環境研究部水管理研究分野 
主任研究官 

 
Ａ．研究目的 
水道システムに危害を及ぼす生物には、
病原微生物のほか、飲料水の異臭味や着
濁原因となる生物、浄水処理を阻害する
生物等（以降、障害生物）が存在する。
障害生物が水道システムに及ぼす危害は
「生物障害」と呼ばれている。研究分担
者らが実施した予備調査によって、一部
の浄水場では、生物障害の発生により薬
剤・電力使用量が増加し、浄水処理コス
トが著しく増加することが明らかになっ
ており、生物障害が水道システムに及ぼ
す影響は無視できない。しかしながら、
健康に直接影響を及ぼす化学物質等のリ
スクと比較して、生物障害のリスクに関
しては、その実態把握やリスク低減に関
する検討が遅れているのが現状である。 
そこで本研究では、東日本大震災によ
り、浄水処理に使用する薬剤が逼迫し、

電力使用量の削減が強く求められている
状況も鑑み、水道システムにおける生物
障害の実態把握とその低減対策手法の提
案を目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
1) 国内の浄水場における生物障害の発生
および対策実態の把握 
 全国 79の水道事業体および 239の浄水
場を対象としたアンケート調査によって、
平成 22年 10月から 24年 9月までの 2年
間に発生した生物障害の発生および対策
実態を明らかとした。また、水道事業体
における生物試験の実施状況についても
調査した。 
対象事業体の選定にあたっては、各地
域間に大きな偏りのないようにした。全
対象浄水場の合計の平均送水量は約
22,000,000m3/dであり、日本全国の総平均
給水量の約 41%を占めている。 
2) 分子生物学的手法によるろ過漏出障害
の原因生物の解明 
相模湖を水源とする川崎市上下水道局
長沢浄水場の各工程水を対象とし、分子
生物学的手法を用いてピコプランクトン
の生物相について解析した。また、次世
代シークエンスによる詳細な群集構造解
析法を確立するため、草木湖等水源の真
正細菌の 16S rRNA遺伝子アンプリコン
解析を行った。 
3) 曝気循環によるアオコ・カビ臭の抑制 



 
 
 

  

水道水源における障害生物の発生抑制
手法として曝気循環設備に着目し、その
効果を把握するため、アオコ・カビ臭に
よる水質障害が継続して発生している 9
ダム貯水池にて実証実験を行った。対象
となるダム貯水池は、洪水期の貯水容量
が 4,000千m3の小規模ダムから 33,000千
m3の大規模ダムまで、貯水池総リン濃度
は過栄養から中栄養のダムまで広範囲に
及んでいる。 
4) 生物障害を起こさないための浄水処理
技術の開発 
急速撹拌強度および急速撹拌時間がピ
コ植物プランクトンのフロック形成に及
ぼす影響を明らかにすることを目的とし
て、実験的検討を行った。ピコ植物プラ
ンクトンとして、国立環境研究所より入
手した Synechococcus sp. (NIES-1348)を用
いた。また、凝集剤としてポリ塩化アル
ミニウム(PACl）とポリシリカ鉄(PSI）を
用いた。 
5) 生物障害に対応した持続的な水道シス
テムの検討 
 昨年度実施したアンケート調査を集計
し、浄水薬品の製造工場または代理店の
情報を集約（リスト化）した。また、東
日本大震災が発生した際に薬品確保に支
障が生じたか否かを調査するとともに、
災害時の薬品確保マニュアルの整備状況
を調査した。さらに、アンケート調査に
よって得られた生物障害発生時の浄水薬
品注入率の変化から、必要な浄水薬品製
造量の変化を算出し、その変化量の浄水
薬品を製造するのに必要な電力消費量
（以下、間接的な電力消費量）および二
酸化炭素排出量（以下、間接的な二酸化
炭素排出量）を推算した。なお、二酸化
炭素排出量については、この間接的な二
酸化炭素排出量だけでなく浄水薬品の輸
送によっても発生するため、地理情報シ
ステム（Geographic Information System：
GIS）を用いて、浄水薬品の輸送距離を推
算する手法を検討し、予備的な解析を行
った。 
 

Ｃ. 研究結果およびＤ．考察 
1) 国内の浄水場における生物障害の発生
および対策実態の把握 
 対象期間中に生物障害が発生したのは、
アンケート対象 79 水道事業体のうち 49
事業体（62%）、239 浄水場中 102 浄水場
（43%）であり、多くの水道事業体が生物
障害に悩まされていることが明らかとな
った。また、全生物障害事例数は 340 で
あった。多少の地域差はあるものの、全
ての地域で生物障害が発生していた。特
に北海道・東北地域でも多くの生物障害
が確認されたことから、水温が低い環境
下でも生育可能な障害生物も多く存在し
ていると考えられた。 
生物障害が発生した浄水場の水源は

98%が地表水であった。障害生物の多くが
光合成能を持つ藻類、シアノバクテリア
（藍藻類）であることから、地表水で特
に障害生物が発生しやすいと考えられる。 
生物障害の種類は、浄水場数をベース
とすると、異臭味障害の割合が 63%と最
も多く、次いでろ過漏出障害 17%、凝集
沈殿処理障害 9%、ろ過閉塞障害 9%、そ
の他の障害 2%の順であり、肉眼的生物の
流出障害は本調査では報告されなかった。 
生物試験担当者の職種は、多く（71%）
が化学職採用者であり、生物職採用者が
担当できている事業体は一部（13%）に留
まっていることが明らかとなった。その
他 16%の回答の中には、農学職採用者等、
生物試験と関連があると予想される回答
が多かったが、一部で一般職や電気職が
担当しているとの回答があり、生物を専
門とする職員を確保することの困難さが
伺えた。本調査で明らかとなった通り、
生物障害は全国的に発生頻度が高く、水
道システムにおける重要な課題の一つで
あると考えられ、その対策には原因生物
の同定が必須である。今後、生物職採用
者の割合を増加させることが強く望まれ
る。 
2) 分子生物学的手法によるろ過漏出障害
の原因生物の解明 
工程水において Synechococcus 属は 58



 
 
 

  

塩基配列が検出され、99%以上を同一の
OTUとしたところ 8 OTUsに分けられた。
全工程水を解析できた月の Synechococcus
属の組成を比べたところ、原水では
Synechococcus sp. 0BB26S03に近縁なクロ
ーンの割合が多いことが明らかとなった。
ろ過水では 7 月、 10 月を除いて
Synechococcus sp. MH305に近縁なクロー
ンの割合が大きく、Synechococcus 属の種
類によって処理工程における除去特性が
異なる可能性が示唆された。3、7、9、10、
12 月はろ過水において真核藻類の葉緑体
に含まれる遺伝子のクローンが多く検出
された。 
 8 月の原水より一株（N-1）、10 月の原
水より一株（N-2）、9月の沈殿水より一株
（N-3）の計 3株のピコシアノバクテリア
の分離に成功した。N-1 株、N-2 株は
PC-typeの桿菌であった。N-3株は PE-type
の桿菌であった。分離株の遺伝子解析の
結 果 、 N-1 株 は Synechococcus sp. 
0BB26S03、N-2 株は Synechococcus sp. 
PS721、N-3株は Uncultured Synechococcus 
sp. clone LS51に近縁なピコシアノバクテ
リアであることが明らかとなった。N-3
株は未培養の系統である PDⅡに位置す
るSynechococcus属であることが明らかと
なった。 
  草木ダム堰堤直上流の表層水を対象と
した次世代シークエンス解析では、1試料
あたりのリード数は 16 万リードから 20
万リードであった。各門のリード数の割
合を評価したところ Proteobacteria門のリ
ード数は各月において 43～60%であり主
要な微生物群であることが明らかとなっ
た。Cyanobacteria 門のリード数は細胞数
が105～2×105cells/mlと高い7、8月は20%
を占めたが、4×104cells/ml と低下した 10
月は 1%となった。Cyanobacteria門に占め
るSynechococcus属の割合は 70%以上であ
り、細胞数の高い 7、8月は約 90%となっ
た。Synechococcus属について種レベルで
評価すると、細胞数が高い 7、8 月は
Synechococcus sp. MH305 の割合が高く
90%以上を占めた。細胞数が低下した 10

月は Synechococcus sp. PS721が約 60%を
占め、季節によって Synechococcusの種組
成が変化することが示唆された。 
3) 曝気循環によるアオコ・カビ臭の抑制 
曝気循環設備増設（設置）後の月平均
水温勾配は、洪水流入による影響で水温
勾配が上昇している月を除けば全ダムで
低下した。全ダムの年最大水温勾配の範
囲は、曝気循環設備設置前が 0.39～1.54℃
/m、曝気循環設備増設前が 0.01～1.06℃/m、
曝気循環設備増設（設置）後が 0.00～
0.13℃/m の範囲となっており、循環が進
んでいることが分かる。 
曝気循環設備増設後、藍藻綱は多くの
ダムで細胞密度が低下した。細胞内にガ
ス胞を持つ Microcystis は、全貯水池で細
胞密度が低下した。一方、カビ臭原因藻
類 で あ る Anabaena 、 Phormidium と
Oscillatoria については、曝気循環設備を
運転しても、抑制効果が見られるケース
と見られないケースがあった。このこと
から、曝気循環設備の運転パターンとこ
れらの種の消長について更なる検討が必
要であると考えられる。 
年最大水温勾配及び貯水池総リン濃度
とアオコ・カビ臭発生との関係を調べた
結果、アオコの抑制を目指す場合は、貯
水池総リン濃度が 0.04mg/L以下であれば、
年最大水温勾配を 0.1℃/m 以下にすれば
良いと考えられた。また、小規模なアオ
コの発生を許容する場合は、貯水池総リ
ン濃度が 0.05mg/L以下であれば、年最大
水温勾配を 0.3℃/m 以下にすれば良いと
考えられた。なお、貯水池総リン濃度
0.05mg/L 以上の場合は、曝気循環設備を
運転してもアオコの抑制に繋がらない可
能性が考えられる。一方、カビ臭につい
ては、年最大水温勾配と貯水池総リン濃
度との関係に一定の傾向がみられなかっ
た。 
4) 生物障害を起こさないための浄水処理
技術の開発 
フロック形成（d50）に及ぼす急速撹拌
強度および撹拌時間の影響について調べ
た結果、Synechococcus sp.のフロックは、



 
 
 

  

G値の増加とともに増加する傾向を示し、
PSIの場合最大で 238.8μm(G値 250s-1、撹
拌時間 90秒)に達した。しかし、撹拌強度
が 250 から 320s-1とさらに大きくなると
フロック径は 174.3μm(G値 320s-1、撹拌時
間 90 秒)と小さくなった。さらに G 値が
増加するとフロック径も再び増加し、
197.2μm(G 値 1,110s-1、撹拌時間 90 秒)に
なった。また、いずれの G 値においても
撹拌時間としては 90秒において最大のフ
ロック径となり、それ以上の時間ではフ
ロック系の減少、すなわちフロックの破
壊が生じることが明らかであった。一方、
PAClの場合も同様の傾向であったが、PSI
と比較してフロック径は小さく、最大で
159.2μm(G値 200s-1、撹拌時間 60秒)であ
った。 
フロックの成長・破壊に及ぼす撹拌強
度と撹拌時間の影響は、PSIと PAClで同
様の傾向であったが、基本的に PSI の形
成するフロック径が大きいこと、一方で
未凝集のSynechococcusが残存する傾向が
あることが明らかとなった。 
5) 生物障害に対応した持続的な水道シス
テムの検討 
薬品工場等を所在地の情報を基に計数
した結果、151件の薬品工場を集約するこ
とができた。 
東日本大震災が発生した際の薬品確保
に関しては、広範囲で浄水薬品の確保が
問題となったことが分かった。災害時の
薬品確保マニュアルの整備状況について
は、その整備率が低く、整備推進の必要
性がうかがえた。 
生物障害の発生が報告された浄水場を
対象として、原単位情報を用い、間接的
な電力消費変化量を推算した。その結果、
多くの浄水場・多くの障害発生ケースで
は、生物障害の発生に伴って浄水薬品の
注入率が上昇し、間接的な電力消費量が
増加していた。一方で、障害発生時に薬
品使用量が低下しているケースがいくつ
かみられたが、浄水場ごと、障害発生の
事象ごとではなく、地域ごとの集計およ
び日本全国の集計においては、生物障害

の発生に伴う間接的な電力消費量はすべ
て増加していた。間接的な電力消費量は、
水道施設の電力使用量の年間値の 0.11%
であった。同様に、間接的な二酸化炭素
排出量の変化量を推算した。その推算結
果は、間接的な電力消費変化量の推算結
果とほぼ同様の結果となった。また、全
国での間接的な二酸化炭素排出量の増加
量は浄水処理による二酸化炭素排出量の
年間値の 0.79%であった。なお、この推算
結果は浄水薬品の製造による二酸化炭素
排出量であり、浄水薬品の輸送による排
出量を含んでいない。 
さらに、障害の種類毎・必要となる浄
水薬品の種類毎に間接的な電力消費量や
間接的な二酸化炭素排出量を推算したと
ころ、間接的な電力消費増加量への影響
が大きいのは、障害の種類別では異臭味
障害、浄水薬品の種類別では粉末活性炭
および凝集剤であった。また、間接的な
二酸化炭素排出増加量への影響が大きい
のは、異臭味障害発生時の粉末活性炭で
あった。また、単位送水量あたりの影響
を検討したところ、間接的な電力消費量
の増加量は、凝集沈殿障害発生時の凝集
剤が最も大きく、次いで異臭味障害発生
時の粉末活性炭が大きかった。間接的な
二酸化炭素排出量については、異臭味障
害発生時の粉末活性炭使用量増加の影響
が顕著であった。 
構築した方法で浄水薬品の輸送に伴う
二酸化炭素排出量の推算が可能なことを
確認するため、各地域から無作為に 6 事
業体の 13浄水場を選択し、浄水薬品の輸
送距離を予備解析した。その結果、浄水
場と薬品工場等の組み合わせによっては、
浄水薬品の輸送経路の解析ができない事
例が生じたが、本年度は海上輸送の無視
や、薬品工場等の所在地情報が不明，経
路推察が不能、薬品工場が海外であるな
どの解析不能な場合を解析対象から除外
し、改良トンキロ法による二酸化炭素排
出量を推算した。その結果、輸送距離を
算出したすべての項目について推算が可
能であった。 



 
 
 

  

Ｅ．結論 
1) 多少の地域差はあるものの、全ての地
域で生物障害が発生しており、国内広範
囲の水道事業体が生物障害に悩まされて
いることが明らかとなった。障害の種類
別に見ると、異臭味障害の発生が特に多
いことがわかった。生物試験担当者の職
種は、多くが化学職採用者であり、生物
職採用者が担当できている事業体は一部
に留まっていることが明らかとなった。
今後、生物職採用者の割合を増加させる
ことが強く望まれる。 
2) 長沢浄水場の工程水についてクロー
ニ ン グ を 行 っ た 結 果 、 原 水 で は
Synechococcus sp. 0BB26S03に近縁なクロ
ーンの割合が大きく、ろ過水では
Synechococcus sp. MH305に近縁なクロー
ンの割合が大きくなる傾向があり、
Synechococcus 属の種類によって処理工
程における除去特性が異なる可能性が示
唆された。工程水から 3 株のピコシアノ
バクテリアを分離し、そのうちの一株は
未培養の系統に位置するSynechococcus属
であることが明らかとなった。また、次
世代シークエンサーにより水道水源の微
生物群集構造を門レベルから属レベルま
で定量的に評価することが可能であった。 
3) 貯水池総リン濃度が 0.04mg/L 以下の
場合は、年最大水温勾配を 0.1℃/m 以下
になるように曝気循環設備を運転すれば、
Microcystis によるアオコを抑制できる
ことがわかった。一方、カビ臭原因藻類
で あ る Anabaena 、 Phormidium と
Oscillatoriaについては、曝気循環設備を
運転しても、抑制効果が見られるケース
と見られないケースがあった。ダム貯水
池でカビ臭が発生すると、下流浄水場に
大きな影響を与えることが懸念されるこ
とから、曝気循環設備の規模や運転パタ
ーンとカビ臭原因藻類抑制との関係につ
いて、更に実証データを蓄積し検証して
いく必要がある。 
4) ピコ植物プランクトン懸濁液の凝集処
理性に関して、PAC に比べて PSI はより
少量で荷電中和を可能とするとともにフ

ロック径の巨大化効果を有していること
がわかったが、一方でフロックに取り込
まれない粒子が、PAC よりも多く存在す
る可能性も示唆された。 
5) 浄水薬品の製造工場または代理店の情
報が集約された。また、東日本大震災時
の浄水薬品の確保が広範囲で問題となっ
たことが明らかとなった。さらに災害時
の薬品確保マニュアル整備率が低く、マ
ニュアル整備を推進する必要性が示され
た。また、生物障害が発生した際の薬品
注入率の変化に伴う電力消費変化量、お
よび薬品輸送に伴う排出を除く間接的な
二酸化炭素排出量の変化を推算し、これ
らの値を浄水処理に伴う全電力消費量お
よび二酸化炭素排出量と比較したところ、
それぞれ 0.11%、0.79%であった。浄水薬
品の輸送による二酸化炭素排出量の推算
方法を確立し、予備的な解析を行った結
果、薬品工場等の所在地情報が不明な場
合などの一部の事例を除いたすべての事
例について二酸化炭素排出量を推算でき
た。 
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研究要旨 
 我が国の浄水場における生物障害の発生および対策実態を明らかとすることを目的に、

全国 79の水道事業体および 239の浄水場を対象としたアンケート調査を実施した。その結
果、平成 22年 10月から 24年 9月までの 2年間に、生物障害が発生したのは、79水道事
業体のうち 49事業体（62%）、239浄水場中 102浄水場（43%）であり、多くの水道事業体
が生物障害に悩まされていることが明らかとなった。地域別の生物障害の発生割合は、水

道事業体数をベースとして計算すると、北海道・東北で 50%、関東で 77%、中部で 33%、
関西で 53%、中国・四国で 79%、九州・沖縄で 58%であり、多少の地域差はあるものの、
全ての地域で生物障害が発生していた。生物障害が発生した浄水場の水源は 98%が地表水
であった。全調査対象浄水場における水道水源の種類の割合と比較すると、生物障害が発

生した浄水場では、ダムや湖沼水を経由した水源の割合が明らかに増加しており、停滞性

水域で発生した藻類等の障害生物によって、国内の浄水場において生物障害の被害が多く

発生していると推測される。障害の種類別の発生割合は、浄水場数をベースとして計算す

ると、異臭味障害が 63%、ろ過漏出障害が 17%、凝集沈殿処理障害が 9%、ろ過閉塞障害
が 9%、その他の障害が 2%であり、異臭味障害の発生が特に多いことがわかった。 

 
A. 研究目的 
水道システムに危害を及ぼす生物には、病

原微生物のほか、飲料水の異臭味や着濁原因

となる生物、浄水処理を阻害する生物等（以

降、障害生物）が存在する。障害生物が水道

システムに及ぼす危害は「生物障害」と呼ば

れている。研究分担者らが実施した予備調査

によって、一部の浄水場では、生物障害の発

生により薬剤・電力使用量が増加し、浄水処

理コストが著しく増加することが明らかに

なっており、生物障害が水道システムに及ぼ

す影響は無視できない。しかしながら、健康

に直接影響を及ぼす化学物質等のリスクと

比較して、生物障害のリスクに関しては、そ

の実態把握やリスク低減に関する検討が遅

れているのが現状である。 

本年度は、生物障害の発生および対策実態

を明らかとすることを目的に昨年度実施し

た、国内広範囲の浄水場を対象としたアンケ

ート調査結果の解析を進めるとともに、調査

規模を拡大した。 
 

B. 研究方法 
 全国 79の水道事業体および 239の浄水場
を対象としたアンケート調査によって、平成

22年 10月から 24年 9月までの 2年間に発
生した生物障害の発生および対策実態を明

らかとした。また、各事業体における生物試

験の実施状況についても調査した。 
表 1に示すとおり、各地域間に大きな偏り
のないように対象事業体を選定した。調査対

象浄水場の平均送水量の分布を図 1 に示す



が、5,000 m3/d 以下の小規模な浄水場から
500,000 m3/d以上の大規模な浄水場まで含ん
でいる。また、全対象浄水場の平均送水量の

合計は約 22,000,000 m3/dであり、日本全国の
総平均給水量 1)の約 41%を占めている。 
アンケート調査票の策定は、素案をもとに、

協力が得られた浄水場に事前アンケート調

査およびヒアリング調査を実施し、修正点を

抽出して改善することによって行った。また、

本アンケート調査では、表 2 に示すとおり、
既往文献 2)を参考に、生物に起因する障害を

6種類に分けて分類し、集計した。 
 

C. 研究結果および D. 考察 
１）生物障害の発生割合 
対象期間中に生物障害が発生したのは、ア

ンケート対象 79水道事業体のうち 49事業体
（62%）、239浄水場中 102浄水場（43%）で
あり、多くの水道事業体が生物障害に悩まさ

れていることが明らかとなった。また、全生

物障害事例数は 340であった。なお、本報告
書では、同様の障害事例でも発生期間の異な

るものは異なる事例として計数している。 
図 2に示すとおり、多少の地域差はあるも
のの、全ての地域で生物障害が発生していた。

特に北海道・東北地域でも多くの生物障害が

確認されたことから、水温が低い環境下でも

生育可能な障害生物も多く存在していると

考えられた。 
 
２）水道水源の種類 
  図 3に示すとおり、生物障害が発生した浄
水場の水源は 98%が地表水であった。障害生
物の多くが光合成能を持つ藻類、シアノバク

テリア（藍藻類）であることから、地表水で

特に障害生物が発生しやすいと考えられる。

全調査対象浄水場における水道水源の種類

の割合と比較すると、生物障害が発生した浄

水場では、ダムや湖沼水を経由した水源の割

合が明らかに増加しており、停滞性水域で発

生した藻類等の障害生物によって、国内の浄

水場において生物障害の被害が多く発生し

ていると推測される。 

 
３）生物障害対策のための浄水処理方式の変

更 
  過去 10 年間に生物障害対策のために浄水
処理方式を変更した浄水場は 15/239（6%）
であり、変更内容は、生物処理施設の導入、

ろ過池の複層化、pH 調整・酸注入施設の導
入、高度処理施設の導入等であった。新しい

設備を導入し、浄水処理方式を変更すること

は、初期コストが大きく掛かることになるが、

障害生物の発生頻度が高い場合は臨時の対

応を続けるよりも経済的であると推測され

る。 
 
４）生物障害の種類 
  図 4に示すとおり、生物障害の種類は、浄
水場数をベースとすると、異臭味障害の割合

が 63%と最も多く、次いでろ過漏出障害 17%、
凝集沈殿処理障害 9%、ろ過閉塞障害 9%、
その他の障害 2%の順であり、肉眼的生物の
流出障害は本調査では報告されなかった。日

本水道協会が平成 13-14年度に実施した本調
査と同規模の実態調査においても異臭味被

害の割合が 49%と最も高く 3)、我が国の浄水

場において異臭味障害が長期的に問題とな

っていることが示された。異臭味被害の多く

がカビ臭に起因するものであったが、カビ臭

原因物質のジェオスミン、2-MIBは、水道水
質基準項目にも入っていることから、障害と

して報告されやすいと考えられる。また、ろ

過漏出障害についても、「水道におけるクリ

プトスポリジウム等対策指針 4)」において、

ろ過池等の出口の濁度を 0.1 度以下に維持
することが求められており、異臭味障害同様、

報告されやすいと推測される。 
なお、全体の 2%を占めるその他の障害は、
生物に起因する沈殿池の景観の悪化等（発泡

等）であり、水道水質に直接影響を及ぼす障

害ではなかった。 
 
５）各生物障害の詳細 
５－１）異臭味障害 
５－１－１）異臭味原因物質の種類 



  異臭味障害は調査期間全体で 87 浄水場か
らのべ 243事例報告された。図 5に異臭味原
因物質の種類の割合を示すが、障害事例数を

ベースとすると、カビ臭（ジェオスミン）が

37%と最も多く、次いでカビ臭（2-MIB）30%、
生ぐさ臭 22%、海藻臭 4%、藻臭 3%の順で
あった。また、その他の臭気（3%）として
クサヤ臭等が報告された。前述のとおり、水

道水質基準となっているカビ臭原因物質の

割合が最も多く、多くの浄水場で被害が発生

していることが明らかとなった。なお、「水

道水質データベース」によると、我が国の近

年の水道原水中のジェオスミンの検出率は

2-MIBよりも高く 5)、本調査結果と一致して

いた。このことは、本実態調査方法の妥当性

を部分的ではあるが示しているといえる。 
また、生ぐさ臭による被害も比較的多く発

生していることが明らかとなった。事例数の

計数方法が同一でないため単純な比較はで

きないが、平成 13-14 年度の実態調査では、
生ぐさ臭の発生割合は 13%と報告されてお
り 3)、本実態調査と比べ少ない比率であった。

このため、近年生ぐさ臭の被害が増加する傾

向にあると示唆された。 
 
５－１－２）異臭味原因物質濃度 
  表 3 に示すとおり、水道原水中のカビ臭
（ジェオスミン）、カビ臭（2-MIB）濃度の
最大値は、500 ng/L以上であり、水道水質基
準を大幅に超えていたが、浄水中の平均濃度

では 3 ng/L程度であり、多くの事例で適切な
浄水処理が行われていたと推測される。一方、

一部の事例では水道水質基準である 10 ng/L
を超過しており、浄水処理で対応できない事

例もあることがわかった。 
  カビ臭以外の臭気については、原水におい
ては水質管理目標値を超過する事例が多か

ったが、浄水ではすべての事例で目標値以下

の数値であった。 
 
５－１－３）異臭味障害の原因生物 
表 3に示すとおり、カビ臭の原因生物の割
合は、シアノバクテリア（藍藻類）が最も多

く、一部放線菌が原因の事例も報告された。

シアノバクテリアの内訳は、ジェオスミンの

場合は Anabaena 属が最も多く、一部で
Oscillatoria 属、Phormidium 属、Microcystis
属が原因の事例も報告された。このうち、

Anabaena 属、Phormidium属、Oscillatoria 属
はジェオスミンを産出することが報告され

ているが 6)、Microcystis属については報告さ
れていないことから、別の原因生物であった

可能性も示唆される。2-MIB の場合は、
Phormidium属、Oscillatoria属の割合が高く、
一部で Anabaena 属が原因の事例も報告され
た。このうち、Phormidium 属、Oscillatoria
属は 2-MIB を産出することが報告されてい
るが 6)、Anabaena属は報告されておらず、別
の原因生物であった可能性も示唆される。ま

た、原因生物が不明の事例も多かった。ジェ

オスミン・2-MIBを産生する微生物の種類は
非常に多様であり 6), 7)、原因生物を特定する

ことの困難さが伺えた。 
生ぐさ臭の原因生物については、黄金藻類

と魚卵の割合が高かった。黄金藻類の内訳は

ほとんど全てが Uroglena 属であった。一例
だけ報告された Dinobryon 属は、「上水試験
法 8)」の「水道における試験対象生物（障害

生物）分類群」には記載されていない属であ

るが、この事例では、同時に Uroglena 属も
報告されており（複数回答）、Uroglena 属が
主要な原因微生物であった可能性が高い。な

お、Mallomonas属や Synura 属も異臭味障害
を引き起こす黄金藻類として報告されてい

るが 8)、本調査においては、これらの微生物

は報告されなかった。 
その他の臭気の原因生物としては、シアノ

バクテリア、珪藻、アメーバ等が報告された。

本報告書では「上水試験法 8)」の「水道にお

ける試験対象生物（障害生物）分類群」に基

づき分類を行っているが、一部の事例の中に

は「上水試験法」にも記載されていない、ア

メーバの Asterocaelum属等が含まれており、
これまでにほとんど報告されていない原因

生物が一部の浄水場で問題となっているこ

とが明らかとなった。このようなこれまで報



告事例の少ない障害生物が、実際に国内の浄

水場でどの程度問題となっているかについ

ても、今後調査する必要があるだろう。 
 
５－１－４）異臭味障害の発生時期および原

水水質 
  図 6～8 に各生物障害の発生時期、発生時
の原水の水温、pH の分布を示す。異臭味障
害の発生時期については顕著な地域差は認

められなかった。異臭味障害は、夏期に多く

発生していることが明らかとなった。夏期は

貯水池等で水温躍層が形成されやすく、異臭

味障害の主要な原因生物であるシアノバク

テリアが増殖しやすい環境である。また、シ

アノバクテリアは他の藻類と比べて増殖に

適する水温が高いと示唆されており 9)、高水

温となる夏期に発生しやすいと考えられる。

実際に異臭味障害発生時の原水水温は、水道

水質データベースに載っている日本全国の

浄水場の原水水温 10)と比べ高い分布となっ

ている（図 7）。一方、低水温である冬期に
もある程度異臭味障害が発生していたが、こ

の時期の事例の多くが Uroglena 属による生
ぐさ臭に起因していた。Uroglena属が原因の
事例の平均原水水温は 13℃であったが、
Uroglena 属は他の藻類と比べて貯水池にお
ける出現水温が低いことが知られている 11)。 
  異臭味障害が発生した際の原水 pHは水温
と同様に日本全国の浄水場の原水 pH10)と比

べ高い分布となっている（図 8）。これは、
シアノバクテリアや藻類が水源で発生し、光

合成に伴う pH上昇が起こったためであると
推測される。このことら、富栄養化が進行し、

pH が上昇している水源では異臭味障害が発
生しやすく、注意が必要であると考えられる。 
 
５－１－５）異臭味障害への対応 
  図 9 に異臭味障害への対応策の種類とそ
の割合を示す。粉末活性炭処理 58%、前塩素
の中止 13%、凝集処理の強化や凝集補助剤の
注入 10%、粒状活性炭処理 5%、生物処理 3%、
その他 11%であり、多くの浄水場において浄
水処理コストが大きく増大すると考えられ

る臨時の粉末活性炭処理によって対応して

いることが明らかとなった。また、前塩素の

中止や凝集処理の強化・凝集補助剤の注入の

回答も多く、浄水処理方法の臨時の変更で対

応している浄水場も多いことがわかる。水源

での対応に関する回答が少なかったが、これ

はアンケート対象が水道事業体であり、管理

可能な自己水源を有していない事業体が多

いことが理由の 1つであろう。なお、その他
の回答の中には、薬剤散布、取水の減量、他

の水源との混合、浄水の相互融通等が含まれ

ている。 
 
５－２）ろ過漏出障害 
５－２－１）ろ過漏出障害の原因生物 
  ろ過漏出障害は調査期間全体で 23 浄水場
からのべ 49事例報告された。図 10にろ過漏
出障害の原因生物の種類とその割合を示す

が、ピコプランクトンの割合が 36%と最も多
く、次いで緑藻類 18%、珪藻類 16%、シア
ノバクテリア 14%、その他 5%の順であり、
原因生物が不明の事例も 11%報告された。 
ピコプランクトンとは0.2～2 µmの大きさ
のプランクトンの総称である。非常に小型の

ために顕微鏡観察による分類が困難であり、

「上水試験法 8)」においても属レベルの分類

がなされていないが、最低でも属レベルの同

定を行わないと、処理に有効な運転条件を確

立することは困難であるため、本研究班では、

分担研究課題 2「分子生物学的手法によるろ
過漏出障害の原因生物の解明」において、分

子生物学的手法を用いたピコプランクトン

群集の構造解析を実施している。詳細につい

ては分担報告書を参照されたし。 
  緑藻類についても、アンケート調査では
70%が属レベルでの同定がされておらず、ろ
過漏出の原因となるような小型の緑藻の同

定が極めて困難であることが示された。なお、

1例報告された Volvox属は、従来、ろ過漏出
障害を引き起こすとは報告されていなかっ

た 8)。このような事例についても今後詳細な

調査が必要であると考えられる。 
珪藻類については、全て属レベルの報告が



あり、Cyclotella 属が 78%、Skeletonema 属が
22%であった。シアノバクテリアについても
属レベルの報告が多く、Microcystis属が 74%、
Anabaena属が13%であった。これらの属は、
全てろ過漏出を引き起こすと報告されてい

る微生物である 8)。 
  その他として報告された微生物は、袋形動
物（ワムシ）、汚水性細菌（ズーグレア）、原

生動物（属不明）であるが、これらはろ過漏

出障害を引き起こすとは報告されておらず 8)、

今後詳細な調査が必要であると考えられた。 
 
５－２－２）ろ過漏出障害の発生時期および

原水水質 
異臭味障害に比べ、夏期の高水温時の障害

発生が多かったことから（図 7, 8）、今後の
気候変動の影響が特に懸念される。また、pH
についても異臭味障害に比べ、高 pH時の発
生が多かった。違いが生じる要因としては、

原因生物の違いが挙げられるが、先述の通り、

ろ過漏出障害を引き起こす原因生物は、非常

に小型のために顕微鏡観察による分類が困

難であり、今回の調査でも詳細な同定の情報

が報告されていない事例も多く、考察は困難

である。今後、同定手法の確立が強く望まれ

る。 
 
５－２－３）ろ過漏出障害発生時の濁度変化 
  表 4にろ過漏出障害発生時の原水、沈殿水
出口、ろ過池出口の濁度を示す。障害発生期

間中の平均値で見ると、ろ過池出口の平均の

濁度は 0.02 度であり、十分な処理が行われ
ていたと考えられるが、障害発生期間中の最

大値で見ると、各障害事例の平均でも浄水場

独自の管理目標値と同程度であり、ろ過漏出

障害発生時の濁度管理が困難であることが

うかがえた。一部の事例では、「水道におけ

るクリプトスポリジウム等対策指針 4)」にお

いて求められているろ過池出口濁度（0.1度）
以上の値となっており、適切な対策技術の開

発・普及が望まれる。なお、ろ過池から漏出

し、浄水に着濁被害を及ぼす微生物による障

害であるが、沈澱池出口の濁度も比較的高い

値であることから、ろ過工程だけでなく、凝

集沈殿処理工程でも除去が困難な微生物が

原因となっていると考えられる。 
 
５－２－４）ろ過漏出障害への対応 
  図 11 にろ過漏出障害への対応策の種類と
その割合を示すが、二段凝集（再凝集）処理

が 43%で最も多く、次いで凝集処理の強化や
凝集補助剤注入 23%、凝集時 pH値の低減対
策 12%、前塩素処理 9%の順であり、多くが
凝集沈殿処理の改善に関するものであった。 
最も回答の多かった二段凝集処理は、ろ過漏

出障害の主な原因となるピコプランクトン

の処理に効果的であるとの報告が多く 12)-14)、

有効な対応策であると考えられる。一方、二

段凝集処理のメカニズムや最適な処理条件

に関する報告は少なく、今後の調査研究が必

要であると考えられる。なお、その他 13%
の中には、ろ過洗浄頻度の変更やろ過速度の

変更等の回答があった。 
 
５－３）凝集沈殿処理障害 
５－３－１）凝集沈殿処理障害の原因生物 
  凝集沈殿処理障害は調査期間全体で 12 浄
水場からのべ 26事例報告された。図 12に凝
集沈殿処理障害の原因生物の種類とその割

合を示す。シアノバクテリアが 68%と最も多
く、次いで珪藻類が 21%、緑藻類が 11%の順
であった。属レベルで見ると、シアノバクテ

リアの Aphanocapsa 属を除く全ての属が凝
集沈殿処理障害を引き起こすと報告された

微生物であった 8)。Aphanocapsa 属が検出さ
れた事例では、凝集沈殿処理障害を引き起こ

すことが知られる Microcystis 属が同時に検
出されており、Microcystis属の方が原因であ
った可能性もある。また、Aphanocapsa属は
形態学的にMicrocystis属に酷似しており、凝
集沈殿処理障害を引き起こす可能性も否定

できないため、今後の調査が望まれる。 
 
５－３－２）凝集沈殿処理障害の発生時期お

よび原水水質 
  凝集沈殿処理障害は、他の障害と同様に夏



期に多く発生していた（図 7）。夏期におけ
る障害の多くは、高水温を好むシアノバクテ

リアを原因生物とする事例であった。一方、

水温分布を見てみると、他の障害に比べ低水

温期にも多く発生していることがわかる（図

8）。これらの低水温期における障害は、北海
道・東北地域で発生したものであり、これら

の事例の原因生物については不明（無回答）

であるが、低水温下で増殖可能な藻類が原因

となっていた可能性が考えられる。pH につ
いては他の生物障害と同様、富栄養化が進ん

でいると考えられる高 pHの水源で障害が発
生していた。 
 
５－３－３）凝集沈殿処理障害発生時の濁度

変化 
  表 4に示した通り、障害発生期間中の平均
値で見ると、沈澱池およびろ過池出口の濁度

の平均値は、それぞれ 0.28、0.01 度であり、
良好に処理が行われていた事例が多いこと

がわかる。一方、障害発生期間中の最大値で

見ると、一部でろ過池濁度 0.1度を超過して
いる事例も見られた。なお、ろ過漏出障害と

比べ、沈澱池出口の濁度も低い傾向が得られ

ている。 
 
５－３－４）凝集沈殿処理障害への対応 
図 13 に示すとおり、凝集沈殿処理障害へ
の対策を行う際には、予想通り、ろ過池出口

の濁度上昇を判断基準としている浄水場が

多いことがわかった。また、一部の浄水場で

は、水源または原水中の生物数の変化や生物

除去率の低下を指標として用いていること

が明らかとなった。 
  図 14 に凝集沈殿処理障害への対応策の種
類とその割合を示す。凝集処理の強化や凝集

補助剤注入が 43%と最も多く、次いで二段凝
集処理（再凝集）19%、前塩素処理 19%、他
の水源との混合 9%、硫酸銅散布 9%の順で
あり、凝集処理能の改善によって対応してい

る事例が多かった。 
 
５－４）ろ過閉塞障害 

５－４－１）ろ過閉塞障害全般 
  ろ過閉塞障害は調査期間全体で 12 浄水場
からのべ 18 事例報告された。その多くは単
層ろ過（砂ろ過）を行っている浄水場での事

例であったが、2 事例（2 浄水場）では、複
層ろ過を行っており、複層ろ過でも対応でき

ない障害が存在することが明らかとなった。 
 
５－４－２）ろ過閉塞障害の原因生物 
  図 15 にろ過閉塞障害の原因生物の種類と
その割合を示すが、珪藻類が 61%と最も多く、
次いで緑藻類 11%、渦鞭毛藻 11%の順であり、
原因生物不明の事例も 17%存在した。大半が
珪藻類の Synedra 属によるものであり、本微
生物が国内の浄水場におけるろ過閉塞障害

の主要な原因生物となっていることが示さ

れた。なお、報告されたほぼ全ての属がろ過

閉塞障害を引き起こすと報告されていたが 8)、

Ceratium 属のみ報告されていなかった。
Ceratium属が検出された事例では、ろ材平均
粒径の小さいろ過池でろ過継続時間の減少

が確認され、原水・沈殿水において通常検出

されない Ceratium 属が一定数観察されたも
のの、原因生物であるとは断定できておらず、

別の原因生物である可能性もある。 
  ろ過閉塞障害の原因生物の長径は、回答が
あった全ての事例で 100～500 μm の範囲で
あり、予想通り、大型の生物がろ過閉塞の原

因となっていることがわかった。 
 
５－４－３）ろ過閉塞障害への対応 
  図 16 に示すとおり、ろ過閉塞障害への対
策を行う際には、ろ過継続時間の変化を判断

基準としている浄水場が多いことがわかっ

た。また、一部の浄水場では、損失水頭の上

昇速度や原水等の生物数の変化を指標に判

断していることがわかった。なお、生物障害

発生時は、生物障害が発生していない時期と

比較して、ろ過継続時間を平均で約 18%短縮
していることもわかった（急速ろ過）。なお、

緩速ろ過については 1 浄水場でしかろ過閉
塞障害は報告されていないが、その浄水場で

は、障害発生時に 5割ろ過継続時間を短縮し



ていた。損失水頭については、平均で 0.3 m
の上昇が起きていることが報告された。 
図 17 にろ過閉塞障害への対応策の種類と
その割合を示す。凝集処理の強化や凝集補助

剤注入が 41%と最も多く、次いで前塩素処理
23%、他の水源との混合 23%、ろ過時間短縮
および低速度ろ過 9%、ろ過池洗浄時間の短
縮 4%の順であり、凝集沈殿処理での対応が
多かったが、一部で取水やろ過処理での対応

が行われていることが明らかとなった。なお、

一例報告されたろ過池洗浄時間の短縮は、一

見効果が期待できないように感じられるが、

ろ過閉塞障害がろ過層表面付近でのみ生じ

ることが多いことから、洗浄時に表面洗浄を

十分に行うことにより、通常よりも短い時間

で洗浄を行うことで、多くの給水量を確保す

ることが可能になると報告されている 2)。 
 
６）生物試験の実施状況 
  図 18 に水道事業体における生物試験の実
施状況を示すが、調査対象が比較的大規模な

事業体であったこともあり、大部分が独自に

生物試験を実施していることがわかった。一

方、図 19 に示すとおり、生物試験担当者の
職種は、多く（71%）が化学職採用者であり、
生物職採用者が担当できている事業体は一

部（13%）に留まっていることが明らかとな
った。その他 16%の回答の中には、農学職採
用者等、生物試験と関連があると予想される

回答が多かったが、一部で一般職や電気職が

担当しているとの回答があり、生物を専門と

する職員を確保することの困難さが伺えた。 
本調査で明らかとなった通り、生物障害は

全国的に発生頻度が高く、水道システムにお

ける重要な課題の一つであると考えられ、そ

の対策には原因生物の同定が必須である。今

後、生物職採用者の割合を増加させることが

強く望まれる。 
 
E. 結論 
  多少の地域差はあるものの、全ての地域で
生物障害が発生しており、国内広範囲の水道

事業体が生物障害に悩まされていることが

明らかとなった。障害の種類別に見ると、異

臭味障害の発生が特に多いことがわかった。

異臭味障害の原因生物は、カビ臭原因物質を

産生するシアノバクテリアや放線菌が多か

ったが、生ぐさ臭原因物質を産生する黄金藻

類や魚類（魚卵）についても比較的多く報告

された。一方、原因生物が不明のケースも多

く、障害生物種の同定の困難さも伺えた。ま

た、異臭味障害には、粉末活性炭処理で対応

している浄水場が多いことがわかった。調査

対象水道事業体では、大部分が独自に生物試

験を実施していることがわかった。一方、生

物試験担当者の職種は、多くが化学職採用者

であり、生物職採用者が担当できている事業

体は一部に留まっていることが明らかとな

った。 
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表 1 地域毎の調査対象事業体・浄水場数  

地域名 事業体数 浄水場数 
北海道・東北 14 45 

関東 13 40 

中部 9 25 

関西 17 48 

中国・四国 14 42 

九州・沖縄 12 39 

合計 79 239 
 
 

表 2 アンケート調査における生物障害の分類  
障害の分類 適合するケースの考え方 
凝集沈殿処理 
障害 

生物に起因して凝集沈殿処理が悪化して、沈殿水濁度を下げるた

めに凝集沈殿処理を強化した場合 
ろ過閉塞障害 生物に起因してろ過池の損失水頭が上昇し、急速ろ過方式では通

常の洗浄間隔が維持できなかった場合（洗浄の前倒しなど）、緩速

ろ過ではろ過池の停止および掻き取りを前倒した場合 
ろ過漏出障害 生物がろ過池を漏えいしてろ過水の濁度が上昇して、凝集沈殿処

理の強化、後凝集処理の実施または強化、対策としての洗浄を実

施した場合 
異臭味障害 生物に起因して原水、工程水または浄水に異臭味が発生し、粉末

活性炭の注入など異臭味対策のために浄水処理を強化した場合

や、異臭味対策としてその他の対策を行った場合 
肉眼的生物の 
流出障害 

ろ過池からの漏出やその他の原因により、給水栓水から肉眼で確

認できるサイズの生物（小動物）が発見された場合 
その他の障害 １から５までに該当しない生物に起因する障害（浄水処理やその

他の工程で対策が必要となった場合） 
 
 
 
 
 
 
 



 
表 3 異臭味原因物質濃度と原因生物  

臭気の種類 
異臭味原因物質濃度* 原因生物 
原水 浄水 

種類 割合(%)** 
属 

平均 最大 平均 最大 名 割合(%)** 

カビ臭 
(ジェオスミ
ン) 

30 520 3.0 13 
シアノバクテリア 57 

Anabaena 61 
Oscillatoria 16 
Phormidium 6 
Microcystis 4 
不明 12 

放線菌 6 - - 
不明 37 - - 

カビ臭 
(2-MIB) 

79 1400 3.2 14 
シアノバクテリア 68 

Phormidium 54 
Oscillatoria 42 
Anabaena 4 

放線菌 18 - - 
不明 14 - - 

生ぐさ臭 130 600 1.3 3 

黄金藻類 58 Uroglena 97 
Dinobryon 3 

魚卵 29 - - 
シアノバクテリア 2 Oscillatoria 100 
不明 12 - - 

その他 18 40 < 1 1 

シアノバクテリア 50 

Microcystis 38 
Anabaena 38 

Oscillatoria 13 
Phormidium 13 

珪藻 17 
Nitzschia 33 
不明 67 

緑藻 11 不明 100 
アメーバ  11 Asterocaelum 100 
不明 11 - - 

*単位: ジェオスミン、2-MIB: ng/L; その他の臭気: TON.  全事例の障害発生期間中最大濃度の平均値・
最大値 
**割合は異臭味障害事例数をベースとして算出；複数回答あり。 
 
 

表 4 ろ過漏出、凝集沈殿処理障害時の濁度変化  
 原水 沈殿地出口 ろ過池出口 ろ過池出口におけ

る管理目標値 平均値* 平均値* 最大値* 平均値* 最大値* 

ろ過漏出
障害 

平均値** 10.65 0.52 1.04 0.02 0.06 0.06 

標準偏差 6.94 0.30 0.65 0.02 0.07 0.02 

最大値** 45 1.65 2.9 0.09 0.485 0.1 

凝集沈殿
処理障害 

平均値** 8.62 0.28 0.64 0.01 0.03 0.07 

標準偏差 8.87 0.10 0.26 0.01 0.04 0.02 

最大値** 45 0.53 1 0.03 0.17 0.1 

*障害発生期間中の平均値、最大値 
**全事例の平均値、最大値 
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図 1 調査対象浄水場の平均送水量の分布 
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図 2 地域別の生物障害の発生割合 
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図 3 水源の種類の割合（浄水場数ベース） 

(a)全調査対象浄水場; (b)生物障害が発生した浄水場 
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図 4 生物障害の種類 
（浄水場数ベース） 
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図 6 各生物障害の発生時期 

（複数の月にまたがる事例の場合は、すべての月をカウント） 
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図 7 各生物障害発生時の原水水温分布（事例数ベース） 
（注）日本全体：水道水質データベースに載っている日本全国の浄水場の分布 
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図 9 異臭味障害への対応策の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 
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図 10 ろ過漏出障害の原因生物の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 
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図 11 ろ過漏出障害への対応策の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 
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図 12 凝集沈殿処理障害の原因生物の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 

図 13 凝集沈殿処理障害への対策を行う際の判断基準の内訳（事例数ベース） 
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図 14 凝集沈殿処理障害への対応策の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 

図 15 ろ過閉塞障害の原因生物の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 
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図 16 ろ過閉塞障害への対策を行う際の判断基準の内訳（事例数ベース） 

図 17 ろ過閉塞障害への対応策の種類とその割合（事例数ベース、複数回答あり） 
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図 18 生物試験の実施状況（事業体数ベース） 

図 19 生物試験担当者の職種（事業体数ベース、複数回答あり） 
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研究課題：分子生物学的手法によるろ過漏出障害の原因生物の解明 
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研究要旨 
 ピコプランクトンとは大きさが 0.2～2μmのプランクトンであり、水源において細胞数が高ま
ると、浄水場においてろ過池の出口の濁度を 0.1 度以下に維持することが困難になる。これま
で分子生物学的手法（クローニング）により浄水場におけるろ過漏出障害原因生物の調査を行
い複数の系統に位置づけられるピコシアノバクテリアのクローンおよび緑藻綱 Mychonastes 
homosphaera に近縁なクローンが検出され、これらの微生物がろ過漏出障害の原因となる可能
性が示唆された。しかしながらクローニングにより生物相を完全に評価できていない可能性が
示唆された。そこで本年度ではさらに知見を集積するとともに次世代シークエンスによる詳細
な生物相評価手法の確立を行った。長沢浄水場ろ過水から 2013年 6月から 9月にかけてオース
トリアのモンド湖からの分離株であるSynechococcus sp. MH305に近縁なクローンが高い割合で
検出され、主要なろ過漏出障害の原因生物である可能性が示唆された。原水では Synechococcus 
sp. 0BB26S03に近縁なクローンの割合が大きく、ろ過水では Synechococcus sp. MH305に近縁な
クローンの割合が大きくなる傾向があり、Synechococcus 属の種類によって処理工程における除
去特性が異なる可能性が示唆された。ろ過水から真核藻類の葉緑体に含まれる遺伝子が高い割
合で検出されることがあり、真核藻類をターゲットとした解析も必要と考えられた。沈澱水か
ら PE-typeの Synechococcus属の分離に成功し、16S rRNA遺伝子を解析したところ、未培養の
系統に位置づけられることが明らかとなった。次世代シークエンサーを用いた 16S rRNA 遺伝
子アンプリコン解析により水道水源の微生物群集構造を門レベルから属レベルまで定量的に評
価することが可能であった。 

 
 
A. 研究目的 
 近年、湖沼・貯水池を水源とする浄水場におい
てピコプランクトンによるろ過漏出障害が発生
し問題となっている。平成 19 年に厚生労働省が
水道事業に対して義務付けた「水道におけるクリ
プトスポリジウム等対策指針」において、クリプ
トスポリジウム等による汚染の対応措置として、
リスク判断がレベル 4(クリプトスポリジウム等
による汚染のおそれが高い)またはレベル 3(クリ
プトスポリジウム等による汚染のおそれがある)
の場合、ろ過池またはろ過膜の出口の濁度を 0.1
度以下に維持することが可能なろ過設備(急速ろ
過、緩速ろ過、膜ろ過等)を整備することが義務付
けられている。しかしながらピコプランクトンに
よるろ過漏出障害が発生すると、この対策指針に
従って濁度 0.1 度以下に維持することが困難にな
り、浄水場では対応に苦慮している。この問題と
なるピコプランクトンとは 0.2～2μm の大きさの
プランクトンを指し Synechococcus 属等の藍藻類
と真核生物に属するものが含まれる。ピコプラン
クトンはこれまで落射蛍光顕微鏡による観察に
おける蛍光の色調により 3グループに分けて検討
されているが、ろ過池から漏出する種に関する知
見が不足しているのが現状である。これまで、分

子生物学的手法により浄水場工程水を調査し、複
数の系統に位置づけられるピコシアノバクテリ
ア の ク ロ ー ン お よ び 緑 藻 綱 Mychonastes 
homosphaera に近縁なクローンが検出され、これ
らの微生物がろ過漏出障害の原因となる可能性
が示唆された。しかしながらろ過水の生物相が多
様であり、クローニングにより生物相を完全に評
価できていない可能性が示唆された。そこで本年
度はピコプランクトン対策に関する基礎的知見
を得ることを目的として、相模湖を水源とする川
崎市上下水道局長沢浄水場の各工程水を対象と
し、継続して分子生物学的手法を用いてピコプラ
ンクトンの生物相について解析した。また、次世
代シークエンスによる詳細な群集構造解析法を
確立するため、水源の真正細菌の 16S rRNA遺伝
子アンプリコン解析を行った。 
  
B. 研究方法 
B-1 供試試料 
 2013年 1月 23日、2月 20日、3月 19日、4月
17日、5月 22日、6月 21日、7月 17日、8月 21
日、9月 18日、10月 16日、11月 20日、12月 18
日に川崎市上下水道局長沢浄水場着水井、凝集沈
殿池、急速砂ろ過池より採水した試料を用いた。 



 次世代シークエンサーによる解析には以下の
試料を用いた。群馬県草木ダム堰堤直上流の表層
より、2012年 7月 2日、8月 21日、10月 23日に
採水した試料、宮ヶ瀬湖ダム中央の表層より 2012
年、8月 1日、9月 5日、2013年 4月 17日、5月
8 日、6 月 5 日に採水した試料、江戸川矢切取水
場より、2012年 8月 7日、2013年 5月 29日に採
水した試料、茨城県鰐川より 2012 年 6 月 13 日、
2013年 4月 23日、5月 29日に採水した試料を用
いた。鰐川は霞ヶ浦(北浦)から流れる河川である。
これらのダム湖、河川は水道水源として利用され
ている。 
B-2 細胞数測定方法 
 長沢浄水場原水は 50ml、沈殿水は 200ml、ろ過
水は 300ml、孔径 0.2μmメンブレンフィルターを
用いて吸引ろ過を行った。ろ過したフィルターに
ついて落射蛍光顕微鏡の B 励起、G 励起で 20 視
野それぞれ写真を撮影し、PE-type、PC-type、
CH-typeの細胞数を計測した。 
B-3 クローニングによる生物相の解析 
 ピコシアノバクテリアのクローニングは
Ivanikovaら 1)に従って行った。ナノプランクトン
の除去を目的として試料を孔径 3μm もしくは
5μmのメンブレンフィルターを用いて吸引ろ過を
行い、前処理を行った後、そのろ液を 0.2μmのポ
リカーボネート製メンブレンフィルターを用い
て吸引ろ過し集菌を行った。集菌したフィルター
を裁断して 50ml 容ファルコンチューブに回収し
た。CTAB（Cetyltrimethyl ammonium bromide）法
により遺伝子の抽出を行った。アガロースゲル電
気泳動によりゲノム DNAの確認を行った後 PCR
に供した。16S rRNA遺伝子の PCRには 106Fおよ
び 789R のプライマーペアを用いて行った。PCR
終了後、アガロースゲル電気泳動により PCR産物
の確認を行い、切り出したゲルを QIAquick Gel 
Extraction Kit（QIAGEN社）を用いてゲル精製を
行った。精製した PCR 産物を用いて TOPO TA 
Cloning Kitによりクローニングを行った。コロニ
ーPCR により挿入部分の遺伝子を増幅し、RFLP
法により、グルーピングを行った。これに基づい
て目視でグループ分けを行い、各グループについ
て塩基配列の解析を行った。クローンの塩基配列
約 600塩基の前半 100塩基、後半 100塩基につい
て FASTA サーチを行い、近縁種が一致するか確
認を行った。一致しないものはキメラとした。そ
の後、アライメントを行い決定した塩基配列を基
に相同性検索を行った。 
B-4 ピコシアノバクテリアの分離 
分離・培養にはシクロヘキシミドを添加した

CB 培地を用いた。CB 培地 10ml を試験管に分注
しオートクレーブ滅菌した。孔径 5μm メンブレ
ンフィルターを用いて試料をろ過した。そのろ過
液のピコシアノバクテリア細胞数を 10cells/ml に

なるまで希釈し、各試験管に 0.1ml、0.2ml、0.3ml
添加した。培養は 1,500 lx、20℃の恒温器で行っ
た。 
B-5 次世代シークエンサーによる群集構造解析 
真正細菌の 16S rRNA 遺伝子を特異的に増幅
させるプライマー515F、806Rを用いて Tailed PCR
を行った。増幅を確認した後、精製、濃度調整を
行い、Illumina社の MiSeqによりアンプリコンシ
ークエンシングを行った。得られた塩基配列は
QIIMEを利用して解析を行った。 
 
C. 研究結果および D. 考察 
C-1 長沢浄水場工程水の生物相評価 
長沢浄水場の原水において PE-type および

PC-type のピコシアノバクテリアが観察された。
細胞数は最大で 103cells/mlであった。沈澱水の細
胞数は最大で 7.0×102cells/mlであった。定量はし
ていないが、2、3、5、9月の原水、沈澱水におい
て 1μm 以下の自家蛍光を有する粒子が多く観察
された。ろ過水において自家蛍光が弱まっている
もののピコシアノバクテリアと考えられる細胞
が観察された。この期間におけるろ過水の濁度は
0.01～0.03の間で推移した。2013年 3月の沈澱水、
2013年 4、5月のろ過水において PCRによる増幅
が見られなかった。1～3月の原水において真核藻
類の葉緑体に含まれる遺伝子が検出され、ピコシ
アノバクテリアは検出されなかった。4 月～9 月
の原水において本研究のターゲットではない
Verrucomicrobia 門の細菌が多く検出され、
Synechococcus 属系統の生物相を正確に評価でき
な か っ た 。 原 水 に 比 べ て ろ 過 水 で は
Verrucomicrobia 門が検出される割合が低く、
Synechococcus 属が検出される割合が高まる傾向
が見られた。 
本年度工程水において Synechococcus属は 58塩
基配列が検出され、99%以上を同一の OTUとした
ところ 8 OTUsに分けられた(表 1)。全工程水を解
析できた月の Synechococcus 属の組成を比べたと
ころ、原水では Synechococcus sp. 0BB26S03に近
縁なクローンの割合が多いことが明らかとなっ
た(図 1～5)。ろ過水では 7 月、10 月を除いて
Synechococcus sp. MH305に近縁なクローンの割合
が大きく、Synechococcus 属の種類によって処理
工程における除去特性が異なる可能性が示唆さ
れた。3、7、9、10、12 月はろ過水において真核
藻類の葉緑体に含まれる遺伝子のクローンが多
く検出された。 
 8月の原水より一株（N-1）、10月の原水より一
株（N-2）、9 月の沈殿水より一株（N-3）の計 3
株のピコシアノバクテリアの分離に成功した(写
真 1～3)。N-1株、N-2株は PC-typeの桿菌であっ
た。N-3株は PE-typeの桿菌であった。 
 分離株の遺伝子解析の結果、 N-1 株は



Synechococcus sp. 0BB26S03 、 N-2 株 は
Synechococcus sp. PS721、N-3 株は Uncultured 
Synechococcus sp. clone LS51に近縁なピコシアノ
バクテリアであることが明らかとなった(図 6)。
N-3 株は未培養の系統である PDⅡに位置する
Synechococcus属であることが明らかとなった。 
C-2 次世代シークエンサーによる水源における 
真正細菌群集構造の評価 

1) 草木湖 
1 試料あたりのリード数は 16 万リードから 20
万リードであった。各門のリード数の割合を評価
したところ Proteobacteria 門のリード数は各月に
おいて 43～60%であり主要な微生物群であるこ
とが明らかとなった(図 7)。Cyanobacteria門のリー
ド数は細胞数が 105～2×105cells/ml と高い 7、8
月は 20%を占めたが、4×104cells/ml と低下した
10 月は 1%となった。Cyanobacteria 門に占める
Synechococcus属の割合は 70%以上であり、細胞数
の高い 7、8 月は約 90%となった。Synechococcus
属について種レベルで評価すると、細胞数が高い
7、8月は Synechococcus sp. MH305の割合が高く
90%以上を占めた(図 8)。細胞数が低下した 10 月
は Synechococcus sp. PS721が約 60%を占め、季節
によって Synechococcus の種組成が変化すること
が示唆された。 
2)宮ヶ瀬湖 
 2012年 8,9月、2013年 4～6月の 1試料あたり
のリード数は 13万リードから 22万リードであっ
た。各門のリード数の割合を評価したところ、
Actinobacteria門、Proteobacteria門のリード数が多
く合計で 65～86%を占め、主要な微生物群である
ことが明らかとなった(図 9)。Cyanobacteria 門は
2%～11%の間で推移した。Synechococcus属系統の
リード数は 700～1 万 8 千リードであった。細胞
数が 105cells/ml 程度であった 8 月、9 月は、
Synechococcus属の割合が高く 75%以上を占めた。
細胞数が 104cells/ml 前半であった 4～6 月におい
て、Synechococcus属の割合は低く 20%～30%であ
った。このとき、珪藻綱等の葉緑体に含まれる遺
伝子のリード数の割合が高かった。次世代シーク
エンサーで検出された Synechococcus属は 8 OTUs
に分けられ、各試料に共通して Synechococcus sp. 
MW6B4 に近縁な OTU のリード数の割合が高く
29～80%を占めた(図 10)。また、Synechococcus sp. 
LBB3, Synechococcus sp. MH301, Synechococcus sp. 
PS680 等クローニングでは検出できなかった存在
割合の低い種も各試料で検出できた。 
3)江戸川 
 1試料あたりのリード数は 2012年 8月は 13万
4 千リード、2013 年 5 月は 23 万 3 千リードであ
った。Proteobacteria門の占める割合が大きくそれ
ぞれ 44%、91%を占めた(図 11)。ピコシアノバク
テリアの細胞数が 105cells/ml を超えていた 2012

年 8 月においても Cyanobacteria 門のリード数は
1%程度と低かった。これは下水処理場の放流水が
流入し、従属栄養の細菌数が多いことが原因とし
て考えられた。シアノバクテリア門のうち、真核
藻類の葉緑体に含まれる遺伝子のリード数が 3割
程度を占めており、Synechococcus属の系統が 6～
7割を占めていた。Synechococcus属の種組成とし
て 2012年 8月は Synechococcus sp. PS721が 71%、
2013年 5月は Synechococcus sp. 0BB26S03が 67%
占めていた(図 12)。Synechococcus sp. PS721は琵
琶湖からの分離株、Synechococcus sp. 0BB26S03
はイタリア Bubano Basin からの分離株である。 
4)鰐川 
 1試料あたりのリード数は 16万 9千リードから
18 万 7 千リードであった。Actinobacteria 門、
Bacteroidetes 門、Cyanobacteria 門、Proteobacteria
門のリード数は各月において 10%以上であり、主
要な微生物群であることが明らかとなった(図 13)。
Cyanobacteria門は 2013年 4月、5月において 30%
以上と高く推移した。 
 Cyanobacteria門の総リード数に占める、真核藻
類の葉緑体に含まれる遺伝子のリード数の割合
は 2012 年 6 月、2013 年 4 月、5 月においてそれ
ぞれ、33%、61%、42%であり、2013 年 4 月に高
かった。このとき、珪藻綱 Nitzschia 属、Synedra
属、Aulacoseira 属、Skeletonema 属、クリプト藻綱
Cryptomonas 属、渦鞭毛藻綱 Dinophysis 属の葉緑
体に含まれる遺伝子に近縁な塩基配列のリード
数が多かった。Cyanobacteria門について目レベル
で評価すると、2012 年 6 月、2013 年 5 月は
Synechococcales 目のリード数が多く、それぞれ、
89%、68%であった(図 14)。富栄養貯水池におい
てピコ植物プランクトンが植物プランクトン総
量に占める割合は 10%以下と小さいと報告され
ているが 2)、本水域では、シアノバクテリアに限
ってみると、割合が高い時期もあることが明らか
となった。2013 年 4 月は Nostocales 目が 53.6%、
Pseudanabaenales 目が 24.9%を占めた。Nostocales
目として Aphanizomenon flos-aquae NIES81、
Pseudanabaenales 目として、 Pseudanabaena sp. 
PCC7402 に近縁な塩基配列のリード数がほとん
どを占めた。2013年 4月は 2-MIB濃度が 240ng/l
と他の月よりも高く、Pseudanabaena sp. PCC7402
に近縁な藻類が 2-MIB の原因となっていると推
察された。 

Synechococcus 属としては、Synechococcus sp. 
PCC7009および Synechococcus sp. PS680が主要で
あった(図 15)。Synechococcales目のリード数が多
い 2012年 6月、2013年 5月は Synechococcus sp. 
PCC7009 に近縁な塩基配列のリード数がそれぞ
れ 42%、60%を占めた。Synechococcus sp. PCC7009
はピコシアノバクテリアの PC(Phycocyanin 
rich)typeである 3)。 



E. 結論 
 長沢浄水場の工程水についてクローニングを
行った結果、原水では Synechococcus sp. 0BB26S03
に近縁なクローンの割合が大きく、ろ過水では
Synechococcus sp. MH305に近縁なクローンの割合
が大きくなる傾向があり、Synechococcus 属の種
類によって処理工程における除去特性が異なる
可能性が示唆された。月によっては真核藻類の葉
緑体に含まれる遺伝子のクローンが多く検出さ
れ、真核藻類をターゲットとした解析の必要性が
示唆された。工程水から 3株のピコシアノバクテ
リアを分離し、そのうちの一株は未培養の系統に
位置する Synechococcus 属であることが明らかと
なった。 
次世代シークエンサーにより水道水源の微生
物群集構造を門レベルから属レベルまで定量的
に評価することが可能であった。 
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表 1 クローニングにより検出された OTUの近縁種とその推移  
（●は原水、△は沈澱水、◇はろ過水で検出されたことを示す） 

OTU名 近縁種 相同性(%) 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

OTU_1 Synechococcus rubesence  SAG3.81 99.8-100 △ ◇ △ ●△

OTU_2 Synechococcus  sp.0BB26S03 98.8-99.7 ●△ ● ●△ ●◇ ●△◇ ●◇

OTU_3 Uncultured Synechococcus  sp. clone LS51 99.5-100 △ △ ◇ ◇ ●△ ●△◇ ◇ △ ●△

OTU_4 Synechococcus  sp. MH305 99.3-100 △ △ △◇ ◇ ◇ ◇

OTU_5 Synechococcus  sp. MW6B4 99.2-100 △ ◇ ●△ ●△ ●△ ◇ △ ◇ ●

OTU_6 Synechococcus  sp. MA0607K 98.6

OTU_7 Synechococcus  sp. MA0607K 99.5-99.7 △◇ ●△ △

OTU_8 Synechococcus  sp. LBB3 99.7 △ △

OTU_9 Synechococcus  sp. PS721 99.8

OTU_10 Synechococcus  sp. MA0607A 99.5-100 ●△ ●◇

OTU_6、OTU_9は2012年に検出されたOTU
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図 1 長沢浄水場工程水から検出された Synechococcus属の組成(2013年 6月) 
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図 2 長沢浄水場工程水から検出された Synechococcus属の組成(2013年 7月) 
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図 3 長沢浄水場工程水から検出された Synechococcus属の組成(2013年 8月) 
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写真 1 長沢浄水場原水から分離した
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写真 2 長沢浄水場原水から分離した
(左:B

写真 3 長沢浄水場沈澱水から分離した
(左:B

長沢浄水場原水から分離した
:B励起、右 G

長沢浄水場原水から分離した
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長沢浄水場原水から分離した N-1株の落射蛍光顕微鏡写真
励起、バーは 10µm) 

長沢浄水場原水から分離した N-2株の落射蛍光顕微鏡写真
励起、バーは 10µm) 

長沢浄水場沈澱水から分離した N-3株の落射蛍光顕微鏡写真
励起、バーは 10µm) 

株の落射蛍光顕微鏡写真
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図 7 草木湖の真正細菌の門レベルの組成 
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図 8 草木湖の Synechococcus属の組成 
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図 9 宮ヶ瀬湖の真正細菌の門レベルの組成 
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図 10 宮ヶ瀬湖の Synechococcus属の組成 
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図 11 江戸川の真正細菌の門レベルの組成 
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図 12 江戸川の Synechococcus属の組成 
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図 13 鰐川の真正細菌の門レベルの組成 
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図 14 鰐川の Cyanobacteria門の組成 
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図 15 鰐川の Synechococcus属の組成 
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研究要旨 
 曝気循環設備によるアオコ・カビ臭抑制効果を把握するため、9 ダム貯水池で実証実験
を行った。その結果、貯水池総リン濃度が 0.04mg/L 以下のダム貯水池の場合は、年最大
水温勾配を 0.1℃/m以下になるように曝気循環設備を運転すれば、Microcystisによるアオ
コを抑制することがわかった。一方、カビ臭原因藻類である Anabaena、Phormidium と
Oscillatoriaについては、曝気循環設備を運転しても、抑制効果が見られるケースと見られ
ないケースがあった。 

 
A. 研究目的 
曝気循環設備は、アオコ・カビ臭による水
質障害の抑制対策として、多くのダム貯水池
で採用されている。しかし、曝気循環設備の
運転で水質障害が抑制できたダム貯水池が
ある一方で、抑制に至らないダム貯水池も存
在している。このような水質障害の抑制と水
温勾配との関連を分析した結果、水質障害が
抑制できたダム貯水池は水温勾配がほぼ
0℃/mになっているが、水質障害が抑制でき
ていないダム貯水池は水温勾配が残ってい
ることがわかった 1 - 3 )。このため、アオコ・
カビ臭による水質障害が発生しているダム
貯水池において、水温勾配がおおむね 0℃/m 
になるように曝気循環設備を増設・新設した。 
本報告では、これらの実証実験結果から得
られた水温勾配のデータとアオコ・カビ臭に
よる水質障害の抑制効果との関係について
検討した。 
 
B. 研究方法 
１）対象 9ダムの諸元 
水資源機構では、アオコ・カビ臭による水
質障害が継続して発生している 9 ダムに曝
気循環設備を増設または新設した。9ダムの
諸元及び実験結果の概要を表 1 に示す。対
象となるダム貯水池は、洪水期の貯水容量が

4,000 千 m3の小規模ダムから 33,000千 m3

の大規模ダムまで、貯水池総リン濃度は過栄
養のAダムから中栄養の Iダムまで広範囲に
及んでいる。 

 
２）測定期間と方法 
２－１）水温 
ダム貯水池の水温は、取水口付近に設置さ
れている自動観測装置または水温データロ
ガーを用いて、0.1m、0.5m、1m以下 1mピ
ッチに曝気循環設備の吐出口より深い水深
まで測定した。測定期間は 2003 年～2013
年までの 11 年間、測定間隔は施設によって
1時間～6時間となっている。 
 
２－２）水質・藻類 
ダム貯水池の総リン濃度は、2003 年～

2013 年までの期間に取水口付近の表層
0.5mで毎月 1回測定したデータのうち、曝
気循環設備を運転する 5月から 10月までの
全平均値で比較した。また藻類は、取水口付
近の表層 0.5mで毎月 1回測定したデータの
うち、5 月から 10 月までの最大細胞密度で
比較した。 
なお、B、C、F ダムは曝気循環設備の設
置前後を比較するため 2000 年～2013 年ま
でのデータを使用した。 

 



２－３）水温勾配 
貯水池の水が循環するためには、表層から
中層にかけての水温勾配を解消することが
必要となるが、太陽放射エネルギーが勝る昼
間は解消できない。しかし、放射冷却が進む
夜間から朝方は解消することが可能である。
このため、曝気循環設備の能力は日最低水温
勾配で評価した。 
日最低水温勾配の①式は、水深 0.5m～3m
における 1m あたりの水温勾配が一日の内
で最も小さくなった値と定義した。 
日最低水温勾配＝Min〔（0.5m の水温－

3.0mの水温）÷2.5m〕  ① 
月平均水温勾配は、日最低水温勾配の月平
均とした。 
年最大水温勾配は、年間で最も高い月平均
水温勾配とした。ただし、曝気循環設備を運
転している（水温躍層がない）時期に洪水（貯
水池表層に比べて水温が低い）の影響で水温
勾配が大きくなった月の値は除外した。 

 
C. 研究結果および D. 考察 
１）曝気循環設備増設（設置）前後における
月平均水温勾配 
曝気循環設備増設（設置）前後における月
平均水温勾配を図-1に示す。曝気循環設備増
設（設置）後の月平均水温勾配は、洪水流入
による影響で水温勾配が上昇している月を
除けば全ダムで低下している。全ダムの年最
大水温勾配の範囲は、曝気循環設備設置前が
0.39～1.54℃/m、曝気循環設備増設前が0.01
～1.06、曝気循環設備増設（設置）後が 0.00
～0.13℃/m の範囲（表 1）となっており、
循環が進んでいることが分かる。 
 
２）藻類の綱別、属別の比較 
曝気循環設備増設（設置）前後における藻
類の綱別の発生細胞密度を図 2に示す。 
多くの藍藻は、ガス胞を持っており浮上調
節能力が高いという特徴があるが 4) 、曝気循
環による流動でその能力が無力化したため
3) 、全てのダム（富栄養化した河川水を不定
期に注水して貯留する H ダムを除く）で細
胞密度が低下したものと考えられる。 
ガス胞を持たない緑藻は 5) 、藍藻ほど明瞭
な低下傾向を示していない。緑藻は、曝気循
環による流動で中層の無光層に藻体が運ば
れるため増殖スピードは低下するが、藍藻に

比べると耐暗性が高いため 6) 顕著な低下傾
向を示さなかったものと考えられる。 
珪藻や渦鞭毛藻も曝気循環による影響が
みられない。珪藻は、藍藻に比べると耐暗性
が高いという特徴があるため 6) 、ほとんど
低下しなかったものと考えられる。また渦鞭
毛藻は、鞭毛による鉛直遊泳速度が最大で
50m/日 7) にも及ぶため、曝気循環による流
動に対しても低下傾向を示さなかったもの
と考えられる。 
曝気循環設備増設（設置）前後における藍
藻の属別発生細胞密度を図 3に示す。 
細胞内にガス胞を持つMicrocystis 4) （ア
オコ発生の閾値である 10,000 細胞/mL8) 以
下は評価しない）は、全貯水池で細胞密度が
低下した（写真 1）。なお、C ダムは、曝気
循環設備増設後の 2013 年 10 月に、一時的
に 27,000細胞/mLまで増加した。これは、
台風により栄養塩が大量に流入した影響で
あると考えられる。また、Dダムは、曝気循
環設備増設後の 2013 年 9 月に一時的に
26,000 細胞/mL まで、E ダムは曝気循環設
備設置後の 2013年 8月に、一時的に 17,000
細胞/mLまで増加した。これらは、採水地点
周辺にだけMicrocystisが滞留していたこと
による影響であり、貯水池全体としてはアオ
コ状態になっていない。 
一方、Microcystis と同様にガス胞を持つ

Anabaena 4)（カビ臭発生の閾値である 100
細胞/mL8) 以下は解析対象としない）は、
Microcystis のような顕著な低下傾向を示し
ていない。Anabaena は、Microcystis 比べ
て増殖に適した水温が低い 9)ため、曝気循環
による表層水温の低下が増殖に大きな影響
を与えないこと、また、ガス胞による浮上能
力が低い 10)ため、曝気循環でその浮上能力
が無力化されても増殖に大きな影響を与え
ない可能性が考えられる。 
ガ ス 胞 を 持 た な い と さ れ て い る

Phormidium 5)（カビ臭発生の閾値である
1000 細胞/mL8) 以下は解析対象としない）
は、曝気循環設備増設（設置）後におおむね
低下傾向を示している。またガス胞を持つ種
ともたない種が報告されている Oscillatoria 
5) は、過去にほとんど確認されていなかった
が、Dダムと Hダムで上昇傾向を示した。 
このように、Anabaena、Phormidium、

Oscillatoria の 3 種は、Microcystis の減少
にともない増加傾向を示す可能性があるこ



とから、曝気循環設備の運転パターンとこれ
らの種の消長について更なる検討が必要で
あると考えられる。 
 
３）アオコ・カビ臭発生と水温勾配 
年最大水温勾配及び貯水池総リン濃度と
アオコ・カビ臭発生との関係を図 4（右）に
示す。アオコレベルは、年最大水温勾配が小
さくなるにつれて、また、貯水池総リン濃度
が小さくなるにつれて低下傾向を示してい
る。 
図 4（左）に、アオコを抑制するために必
要となる年最大水温勾配の目標値を示す。 
アオコの抑制を目指す場合は、貯水池総リ
ン濃度が 0.04mg/L以下であれば、年最大水
温勾配を 0.1℃/m 以下にすれば良いと考え
られる。また、小規模なアオコの発生を許容
する場合は、貯水池総リン濃度が 0.05mg/L
以下であれば、年最大水温勾配を 0.3℃/m以
下にすれば良いと考えられる。なお、貯水池
総リン濃度 0.05mg/L以上の場合は、曝気循
環設備を運転してもアオコの抑制に繋がら
ない可能性が考えられる。 
一方、カビ臭については、年最大水温勾配
と貯水池総リン濃度との関係に一定の傾向
がみられない。 

 
E. 結論 
貯水池総リン濃度が 0.04mg/L以下の場合
は、年最大水温勾配を 0.1℃/m以下になるよ
う に 曝 気 循 環 設 備 を 運 転 す れ ば 、
Microcystis によるアオコを抑制できること
がわかった。一方、カビ臭原因藻類である
Anabaena、Phormidiumと Oscillatoriaに
ついては、曝気循環設備を運転しても、抑制
効果が見られるケースと見られないケース
があった。ダム貯水池でカビ臭が発生すると、
下流浄水場に大きな影響を与えることが懸
念されることから、曝気循環設備の規模や運
転パターンとカビ臭原因藻類抑制との関係
について、更に実証データを蓄積し検証して
いく必要がある。 
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表1 9ダムの諸元と実験結果の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M.：Microcystis，A.：Anabaena，P.：Phormidium，：O.：Oscillatoria，Aph.：Aphanizomenon  
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図1 曝気循環設備増設（設置）前後における月平均水温勾配と標準偏差 
上からA、B、C、D、E、F、G、H、Iダム 
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図2 曝気循環設備増設（設置）前後の藻類の綱別発生細胞密度（年最大値の平均） 
棒グラフは平均値、エラーバーは標準偏差 

 
 
  曝気循環設備設置前  増設前  増設後 
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図3 曝気循環設備増設（設置）前後の藍藻の属別発生細胞密度（年最大値の平均） 
棒グラフは平均値、エラーバーは標準偏差 
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図4 年最大水温勾配及び貯水池総リン濃度とアオコ・カビ臭発生との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1 曝気循環設備増設前（上）と、増設後（下）のダム貯水池の状況（左から B、C、Fダム） 
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研究要旨 
 ピコ植物プランクトンの凝集沈殿処理に及ぼす急速撹拌強度、撹拌時間および凝集剤種

類の影響を検討し、Synechococcus sp.のフロックは、G値の増加とともに増加する傾向を
示し、ポリシリカ鉄(PSI)の場合 G値 250s-1、撹拌時間 90秒、ポリ塩化アルミニウム(PACl)
の場合 G 値 200s-1、撹拌時間 60 秒で最大径を示すこと、それぞれ撹拌強度がさらに増加
する、あるいは撹拌時間がさらに長くなるとフロック径の減少が起こることがわかった。 
 また、PACl に比べて PSI においてフロック径の成長促進、沈殿除去性向上が認められ
たものの、フロックに取り込まれない粒子が多数存在し、除去限界が存在する可能性も示

唆された。 
 本研究成果をふまえて、 H26年度は二段凝集によって砂ろ過でピコ植物プランクトンを
除去することの有効性を検討する。特に、二段凝集のメカニズムを考察するために、凝集

方法（凝集剤種類、凝集剤注入量、撹拌条件）を変化させながら、形成フロックのゼータ

電位、粒径分布を測定し、効果的にピコ植物プランクトンを除去する方法を明らかにする。 

 
A. 研究目的 
 ピコ植物プランクトンは 0.2-2μm のサイ
ズの小さな植物プランクトンで、ピコシアノ

バクテリアと真核性光合成生物からなる 1)。

ピコ植物プランクトンおよびその代謝物質

が原水に存在することで、処理水の濁度上昇、

ろ過閉塞、異臭味障害、同化可能有機物

(AOC)、消毒副生成物、毒性物質等の様々な
問題が発生する 2-8)。 
 このようにピコ植物プランクトンによる

浄水障害の発生が問題視され、様々な研究が

なされてきているが、ピコ植物プランクトン

の凝集阻害に関する研究は進んでおらず、凝

集方法に関する基礎的情報が必要な段階に

ある。そこで本研究では、急速撹拌強度およ

び急速撹拌時間がピコ植物プランクトンの

フロック形成に及ぼす影響を明らかにする

ことを目的として、実験的検討を行った。 

 
B. 研究方法 
１）ピコ植物プランクトン懸濁液の作成 
 本 研 究 で は シ ア ノ バ ク テ リ ア

Synechococcus sp. (NIES-1348)を国立環
境研究所より入手し、CB 培地で水温 25±
1℃、蛍光灯下（18μmol photons/m2/sec、
12-h light/12-h dark）で培養した。 
 200mLの三角フラスコに100mLのCB培
地を入れ、90rpm で振とう撹拌を行い、定
常期になった培養液を水道水で希釈して 1.8
×106(個/L)の濃度に調整し実験に用いた。 
 
２）凝集剤 
 ポリ塩化アルミニウム(PACl）とポリシリ
カ鉄(PSI）を用いた。 
 
３）ゼータ電位の測定 



 ゼ ー タ 電 位 の 測 定 に は Micro- 
Electrophoresis Apparatus Mk II(Rank 
Brothers, UK)を用いた。室温 20±1℃、
80mVの条件で、Smoluchowski式によって
計算してゼータ電位を得た。 
 
４）ジャーテストおよび急速撹拌の方法 
 ピコ植物プランクトンのジャーテストは、

４枚のパドルスターラー(60mm×30mm)が
設置された装置を用いて行なった。HClある
いは NaOH にて pH を 6.5 に調整したピコ
植物プランクトン懸濁液に対して所定濃度

の凝集剤を注入し 150rpm、３分の急速撹拌、
30rpm、30分の緩速撹拌および 60分の沈降
を行い、水面から 2cm 下の上澄み液を採取
し分析に供した。 
 急速撹拌実験は同じ装置を用い、

100rpm(20s-1)から 1,600rpm（1,110s-1）まで

撹拌強度を変えて実験を行なった。撹拌時間

は 30 秒から 180 秒まで行なった。フロック

径は particle size analyzer(Microtract 

ASVR, HRA X-100, Nikkiso, Japan)にて分析

した。 

 

C. 研究結果および D. 考察 
１）最適凝集剤添加量 
 適切な凝集剤注入量を求めるために行な

ったジャーテスト実験における、凝集剤注入

量とゼータ電位の関係を図 1 に示す。
Synechococcus sp.は約−10mVの負電荷を有
していたが、凝集剤注入量の増加とともに、

荷電中和が起こり、その傾向は PAClよりも
PSI において速やかな荷電中和が怒ること
がわかった。本結果より PACl、PSI それぞ
れ 200,140mg/L の注入量で急速撹拌の影響
を調べることとした。 
 
２）フロック形成（d50）に及ぼす急速撹拌
強度および撹拌時間の影響 
 フロックを平均径 d50で表し、フロック形
成に及ぼす急速撹拌および撹拌時間の影響

を調べた結果を図 2に示す。Synechococcus 
sp.のフロックは、G 値の増加とともに増加

する傾向を示し、PSIの場合最大で 238.8μ
m(G値 250s-1、撹拌時間 90秒)に達した。し
かし、撹拌強度が 250 から 320s-1とさらに

大きくなるとフロック径は 174.3μm(G 値
320s-1、撹拌時間 90秒)と小さくなった。さ
らに G 値が増加するとフロック径も再び増
加し、197.2μm(G値 1,110s-1、撹拌時間 90
秒)になった。 
 また、いずれの G 値においても撹拌時間
としては 90 秒において最大のフロック径と
なり、それ以上の時間ではフロック系の減少、

すなわちフロックの破壊が生じることが明

らかであった。 
 一方、PACl の場合も同様の傾向であった
が、PSIと比較してフロック径は小さく、最
大で 159.2μm(G値 200s-1、撹拌時間 60秒)
であった。 
 
３）フロック形成（粒径分布）に及ぼす撹拌

時間の影響 
 図 3に PSIおよび PAClがそれぞれ最大の
フロック径を示した 250s-1および 200s-1の G
値のときの、撹拌時間とともに変化した粒径

分布の結果を示す。 
 PSIの場合(図 3(a))、撹拌時間 30秒におい
て 100μm程度のフロック径の形成が始まっ
ているが、一方で 1μm 程度の未凝集の
Synechococcusも残存している。60 秒におい
ては 100μm程度以上の径を有するフロック
が大きく増加しているが、この時点でも未凝

集の Synechococcusが確認できる。最大の d50
を示した 90 秒においては、フロック径はさ
らに大きくなり、10μm以下のフロックはほ
とんど無くなるが、この時点でも未凝集の

Synechococcus が確認できる。さらに時間が
増加すると、フロックの破壊が始まり、一方

で未凝集の Synechococcusが減少する傾向が
認められる。 
 一方、PACl の場合(図 3(b))、撹拌時間 30
秒において 100μm程度のフロック径の形成
が始まっていることは PSI と同様であった
が、1μm程度の未凝集の Synechococcusは姿
を消しており、ほぼ全ての Synechococcusが



フロックを形成し始めたことがわかる。60
秒においては 100μm程度以上の径を有する
フロックが大きく増加し、その後 90 秒にお
いてはフロックの破壊が始まる。 
 以上のように、フロックの成長・破壊に及

ぼす撹拌強度と撹拌時間の影響は、PSI と
PAClで同様の傾向であったが、基本的に PSI
の形成するフロック径が大きいこと、一方で

未凝集の Synechococcusが残存する傾向があ
ることが明らかとなった。 
 PSIが形成するフロックの径が大きく成長
することに関しては、PACl 架橋作用の能力
が高いからと考えられる 9)。また荷電中和能

力も高いことはゼータ電位の測定結果から

も明らかである。このような結果にも関わら

ず、未凝集の Synechococcusが残存する理由
としては、PSIは少ない凝集剤注入量で荷電
中和が可能であるものの、架橋作用の能力も

高いことから少ない凝集剤注入量の段階で

スイープ凝集が生じ、荷電中和能力を減少さ

せる効果があるのではないかと推測する。こ

のような凝集特性を考慮して適切な凝集方

法を開発することが今後の検討課題である。 
 
E. 結論 
 ピコ植物プランクトン懸濁液の凝集処理

性に関して、PACに比べて PSIはより少量で
荷電中和を可能とするとともにフロック径

の巨大化効果を有していることがわかった

が、一方でフロックに取り込まれない粒子が、

PAC よりも多く存在する可能性も示唆され
た。 
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図 1 Synechococcus sp.懸濁液で形成したフロックのゼータ電位に及ぼす凝集剤注入量の影響 

 
 



 
図 2 Synechococcus sp.懸濁液で形成したフロックのサイズ(d50)に及ぼす撹拌強度撹拌時間の影響 

(a)PSI、(b)PACl 
 



図 3 Synechococcus sp.懸濁液で形成したフロックの粒径分布の経時変化 
(a)PSI、(b)PACl  
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研究要旨 
 本研究では、災害の発生に対する浄水場の脆弱性を薬品確保の観点から検討するため、また、
生物障害の発生対策の必要性などをエネルギー消費量および対策コストの観点から評価するた
めに、昨年度実施した浄水場へのアンケート調査の結果を解析する。今年度は、浄水薬品の製
造工場などの情報の集約、生物障害の発生によって増加する浄水薬品製造量の推算、増加した
量の生産に伴う電力消費増加量および二酸化炭素排出増加量の推算を行った。また、東日本大
震災時の薬品確保状況の調査や、災害対策マニュアルの整備状況の調査を行った。さらに、地
理情報システムを用いて、浄水薬品の輸送による二酸化炭素排出増加量を推算する手法を検討
した。 
浄水薬品の調達先として、薬品工場名、取扱薬品、所在地、電話番号など、151 項目の情報
を集約した。また、東日本大震災発生時には、広範囲で浄水薬品の確保が問題となったことが
分かった。さらに、災害時の薬品確保マニュアルの整備率が低く、その整備の推進が必要であ
ることが示された。一方、電力消費量および二酸化炭素排出量の増加量を、アンケート調査結
果と各種原単位調査結果に基づいて推算した。その結果、浄水処理に要する電力消費量と二酸
化炭素排出量の年間値は、それぞれ 0.11%、0.79%増加すると推算された。ただし、この推算結
果は、浄水薬品の輸送による二酸化炭素排出量の変化を含んでいないため、今後、これを推算する
必要がある。そこで、地理情報システムを用いてこれを推算する方法を確立した。今後は、地理情報シ
ステムを用いた浄水薬品の輸送による二酸化炭素排出量の推算方法を用いて推算を行う。 

 
 
A. 研究目的 
本研究では、浄水薬品の調達先の情報を集約す
るとともに、災害に対する対策マニュアルの整備
状況を調査することによって、災害発生時の減災
対策を薬品確保の観点から検討することを目的
とした。このうち、本年度は、浄水薬品の調達先
の情報および災害発生時の薬品確保マニュアル
の整備状況を集約した。 
また、国内の主要なダム貯水池および生物障害
が発生している典型的な浄水場を対象としてヒ
アリング調査およびアンケート調査を実施し、対
策に要する電力量・薬品使用量、費用等を調査す
ることによって、生物障害の発生対策の必要性な
どをエネルギー消費量およびコストの観点から
評価することを目的とした。このうち、本年度は、
エネルギー消費量の変化量を推算する手法を開
発した。 
  
B. 研究方法 
 昨年度実施したアンケート調査を集計し、浄水
薬品の製造工場または代理店（以下、薬品工場等）
の情報を集約（リスト化）した。その際、NTTタ
ウンページ株式会社が運営する i タウンページ 1)

や Google Inc.が運営する Google マップ 2)を用い
て、薬品工場等の名称および所在地を確認した。
さらに、当該企業のホームページで所在地を確認
した。集約する情報は、薬品工場等名、取扱薬品、
郵便番号、所在地、電話番号とした。また、東日
本大震災が発生した際に薬品確保に支障が生じ
たか否かを調査するとともに、災害時の薬品確保
マニュアルの整備状況を調査した。 
さらに、アンケート調査によって得られた生物
障害発生時（以下、障害時）の浄水薬品注入率の
変化から、必要な浄水薬品製造量の変化を算出し
た。算出は、障害時の浄水薬品の使用量から、生
物障害が発生していない平常時の浄水薬品の使
用量を差し引き、１日平均送水量および障害発生
日数を乗じることによって行った。算出した変化
量をもとに、その変化量の浄水薬品を製造するの
に必要な電力消費量（以下、間接的な電力消費量）
および二酸化炭素排出量（以下、間接的な二酸化
炭素排出量）を推算した。推算は、式（1）およ
び（2）により行った。式（1）および（2）に供
するデータはアンケート調査結果から得られた
水道事業体のデータなので、全国のすべての浄水
場を対象とした場合の値（以下、全国値）を推算



する必要がある。全国値の推算は、アンケート調
査により求めた結果を、調査したすべての浄水場
の１日平均送水量と、当該地域に立地するすべて
の浄水場の１日平均給水量の比で除す（割り戻し
計算を行う）ことによって行った。本研究でアン
ケート調査を実施して回答を得た浄水場の一日
平均送水量（平成 22年 10月～24年 9月）に対す
る全国の一日平均給水量（平成 22 年度）の占め
る割合は 46.4％であった。 
二酸化炭素排出量については、浄水薬品の製造
（間接的な二酸化炭素排出量）だけでなく浄水薬
品の輸送によっても発生するため、地理情報シス
テム（Geographic Information System：GIS）を用
いて、浄水薬品の輸送距離を推算する手法を検討
した。すなわち、東京大学空間情報科学研究セン
ターの CSV アドレスマッチングサービス 3）を使
用して、アンケート調査によって集約された各種
住所の緯度経度情報を取得し、Arc GIS（ESRI）
によりシェープファイルに変換した。また、国土
数値情報の道路データ（SHP・GML）を用いて、
Arc GIS（ESRI）によりネットワークデータセッ
トを作成した。さらにこれらの GISデータを用い
て、浄水薬品の輸送距離を推算する手法を検討し
た。 
検討した方法を用いて、6事業体 13浄水場につ
いて予備的な解析を行った。対象浄水場が複数の
薬品工場等から浄水薬品を調達していた場合は、
すべての薬品工場等の解析を行い、結果を平均し
た。解析結果から、輸送による二酸化炭素排出量
を推算した。推算は、改良トンキロ法 4)を用いて
（3）式により行った。その際、浄水薬品は、軽
油を使用した 10 トントラックで輸送し、往路は
積載率 100%、復路は積載率 10%（空荷）と仮定
した。また、改良トンキロ法燃料使用原単位とし
て、軽油を燃料とした小型・普通貨物車の輸送ト
ンキロ当たりの燃料使用量を、積載率 10%のとき
に 0.222 L/(t·km)、積載率 100%のときに 0.0342 
L/(t·km)とした 4)。軽油の単位発熱量を 38.2 
GJ/kL、排出係数を 0.0187 t-C/GJとした 4)。 
 

電力消費変化量 [kWh] ＝ 
（障害時の薬品注入率－平常時の薬品注入率） 
[g/m3] × 平均送水量 [m3/日] × 障害発生日数 
[日] × 電力原単位 [kWh/t] × 10-6 ・・・（１） 

 
二酸化炭素排出変化量 [kg-CO2] ＝ 
（障害時の薬品注入率－平常時の薬品注入率） 
[g/m3] × 平均送水量 [m3/日] × 障害発生日数
[日] × CO2原単位 [kg-CO2/t] × 10-6・・・（２） 
 
CO2 排出量 [t-CO2] ＝ 輸送トンキロ[t·km] × 
改良トンキロ法燃料使用原単位  [L/t·km] × 
1/1,000 ×  単位発熱量 [GJ/kL] ×  排出係数 
[t-C/GJ] × 44 / 12         ・・・（３） 
 
C. 研究結果及び D. 考察 
１）浄水薬品調達に関する調査 
１－１）浄水薬品工場等の情報集約 
 薬品工場等を所在地の情報を基に計数した結
果、151件の薬品工場を集約することができた。1
カ所の薬品工場が複数の種類の浄水薬品を製造
している場合があるため、浄水薬品の供給元の情
報を計数すると 179件であった。 
 表 1に示すように、全国を 6つの地域に分割し、
薬品工場等の立地場所を地域ごとに計数した。表
1 に示したように、全国をほぼ網羅する形で薬品
工場等の情報を集約することができた。しかし、
酸剤とアルカリ剤については、地域によっては複
数箇所の薬品工場等を集約することができなか
った。また、本研究におけるアンケート調査では、
記載されている薬品工場等の情報が、生産工場の
情報なのか、販売代理店の情報なのかを判別でき
ない場合があった。このため、表 3に集約した情
報の中には、生産工場ではなく、販売代理店の情
報が含まれていると考えられる。地震発生時に生
産工場が被災して浄水薬品の供給が滞った場合
の対策などに表 3を利用する際には、生産工場の
情報のみが集約されていることが望ましい。しか
し、集約されている情報が販売代理店の情報であ
った場合でも、その販売代理店を通じて被災を免

 
表１ 浄水薬品工場等の情報集約結果 

 消毒剤 凝集剤 粉末活性炭 酸剤 アルカリ剤 合計

北海道・東北 6 10 15 3 0 39

関東 7 15 17 10 6 53

中部 5 9 12 1 9 31

関西 5 12 13 8 9 38

中国・四国 8 12 10 0 8 34

九州・沖縄 7 8 10 6 11 36

合計 30 54 44 27 43 151  



れた生産工場の情報を得ることができる場合が
あると期待される。 
 
１－２）災害時の薬品確保に関する調査 
 東日本大震災時の薬品確保については、図１に
示すように、被災地域（復興特別区域）に立地す
る 15箇所の事業体中 10箇所から支障があったと
回答が寄せられた。また、復興特別区域以外の地
域に立地する 64 箇所の事業体で支障があったと
回答したのは 10 箇所であり、被災地以外も浄水
薬品の確保に問題が生じるケースが見受けられ
た。このことから、東日本大震災発生時には、広
範囲で浄水薬品の確保が問題となったことが分
かる。 
 災害時の薬品確保マニュアルの整備状況につ
いては、マニュアルが整備されていると回答した
事業体は、調査した 79件中 4件であった。また、
東日本大震災の被災地域（復興特別区域）に限定
すると、アンケート調査を実施した時点において
は整備件数が 0件であった。以上のことから、マ
ニュアル整備を推進する必要性が示された。 
 

２）浄水薬品の製造によるエネルギー消費量 
２－１）原単位調査 
 昨年度実施した原単位調査により、必要な原単
位のほぼすべてを調査することができた。しかし、
粉末活性炭製造における電力消費原単位のよう
に、データが得られていなかった項目があった。
そこで、昨年に引き続き、電力消費原単位を調査
した。 
 調査により得られた原単位を、昨年度調査した
原単位とあわせて表 2に示す。表 2に示した原単
位のうち液化塩素の原単位は、直接的な情報を得
ることができなかった。このため、イオン交換膜
法で苛性ソーダを 1 t 製造する際に副生物として
0.886 t生成する 3)ことに着目し、苛性ソーダの製
造にかかる電力消費原単位に 0.886 を乗じること
で算出した。 
 
２－２）電力消費変化量の推算 
 アンケート調査で生物障害の発生が報告され
た浄水場を対象として、間接的な電力消費変化量
を推算した。推算した結果、多くの浄水場・多く
の障害発生ケースでは、生物障害の発生に伴って
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図１ 災害発生時の薬品確保に関するアンケートの集約結果 
 

 
表２ 浄水薬品の製造にかかる電力消費原単位 

 

原単位区分 電力原単位 単位

次亜塩素酸ナトリウム 25 kWh/t5)

液化塩素 2166 kWh/t6),7)

PAC 667 kWh/t5)

硫酸バンド 4 kWh/t5)

活性炭粉状 752 kWh/t8)

硫酸 0.76 kWh/t9)

炭酸ガス 363.64 kWh/t10)

石灰・消石灰 2.61 kWh/t11)

苛性ソーダ 2445 kWh/t6)  



浄水薬品の注入率が上昇し、間接的な電力消費量
が増加していた。 
しかし、一部の浄水場・一部の障害発生ケース
では、薬品の種類や障害の種類によっては、生物
障害の発生に伴って浄水薬品の注入率が低下し
ていた。また、当該浄水場で使用していた複数種
類の薬品使用量が障害の発生に伴って増減し、当
該浄水場の当該期間における浄水場全体での間
接的な電力消費量が減少していたケースが見受
けられた。そのようなケースは、障害の発生件数
基準で 9件報告されており、その内訳は異臭味障
害およびろ過漏出障害がそれぞれ 4件、凝集沈殿
障害が 1件であった。障害の発生に伴って使用量
が減少していた主な浄水薬品は、異臭味障害発生
時の消毒剤、凝集剤、アルカリ剤、およびろ過漏
出障害発生時の消毒剤であった。障害発生時に薬
品使用量が低下している原因については別途検
討することが望まれるが、前塩素処理の停止や、
障害が発生していない近隣の浄水場からの送水
量の増加に伴う、障害が発生した浄水場の送水量
の削減などが考えられる。 
 以上のように、生物障害の発生に伴って浄水場
全体での間接的な電力消費量が減少したケース
が認められたが、浄水場ごと、障害発生の事象ご
とではなく、地域ごとの集計および日本全国の集
計においては、生物障害の発生に伴う間接的な電
力消費量はすべて増加していた。なお、今回の調
査において、同一浄水場の同一期間において複数
種類の生物障害の発生は報告されていなかった。 
間接的な電力消費変化量の推算結果を地域ご
とに取りまとめ、図 2に示す。図 2に示した値は、
割り戻し計算を行った後の値である。図 2に示し

たように、間接的な電力消費量の変化量は地域に
よって異なり、183～5,634 MWh/yearと 31倍異
なった。最も増加量が大きかったのは関東地域で
あるが、これは、関東地域の人口が多いために送
水量が他の地域と比較して多いことが原因の一
つと考えられる。また、生物障害の年間発生日数
の違いや臭気物質の濃度の違いなど、障害の重篤
度の違いも原因と考えられる。 
間接的な電力消費量は、生物障害の発生により
全国で 8,023 MWh/year増加していた。この値は、
水道施設の電力使用量の年間値 12)の0.11%であっ
た。浄水場の立地条件によっては、浄水場で使用
する電力量の多くが送水ポンプで消費されてい
ると考えられる。このため、0.11%と小さい値に
なったと考えられる。しかし、温室効果ガスの削
減目標と比較すると、一定程度の影響があると評
価することが可能である。 
 
２－３）二酸化炭素排出変化量の推算 
 アンケート調査で生物障害の発生が報告され
た浄水場を対象として、間接的な二酸化炭素排出
量の変化量を推算した。推算は、障害の発生に伴
う浄水薬品使用量の変化量に基づいて行ったた
め、推算結果は、間接的な電力消費変化量の推算
結果とほぼ同様の結果となった。すなわち、多く
の浄水場・多くの障害発生ケースでは、生物障害
の発生に伴って浄水薬品の注入率が上昇し、間接
的な二酸化炭素排出量が増加していた。一部の浄
水場・一部の障害発生ケースにおいて、生物障害
の発生に伴って間接的な二酸化炭素排出量が低
下したのも同様であるが、間接的な電力消費変化
量の推算結果と異なるのは、浄水場全体としての

 

  
 
図２ 生物障害の発生による間接的な電力消費    図３ 生物障害の発生による間接的な二酸化       

変化量の推算結果        炭素排出変化量の推算結果（浄水薬品の輸送分 
を除く） 
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図４ 間接的な電力消費変化量が大きい      図５ 間接的な二酸化炭素排出変化量が 
障害・薬品の種類                 大きい障害・薬品の種類 
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図６ 単位送水量あたりの間接的な電力消費   図７ 単位送水量あたりの間接的な二酸化炭素 
変化量が大きい障害・薬品の種類        排出変化量が大きい障害・薬品の種類 

 

間接的な二酸化炭素排出量が減少したケースが、
障害の発生件数基準で７件であったこと、および
その内訳が異臭味障害で 2件、ろ過漏出障害で 4
件、凝集沈殿障害で１件であったことである。こ
のような差が生じたのは、間接的な二酸化炭素排
出量の算出は、間接的な電力消費変化量に発電す
る際の二酸化炭素排出量の原単位を乗じて求め
るのではなく、式（2）に示したように、それぞ
れの浄水薬品の製造に伴い発生する二酸化炭素

量の原単位から求めているためである。 
間接的な二酸化炭素排出量の推算結果を地域
ごとに取りまとめ、図 3に示す。図 3に示した値
は、割り戻し計算を行った後の値である。図 3に
示したように、間接的な二酸化炭素排出量の変化
量は地域によって異なり、 1,369～ 18,545 
t-CO2/year と 14 倍異なった。また、全国では

34,026 t-CO2/year 増加することが明らかとなっ
た。この値は浄水処理による二酸化炭素排出量の
年間値 13、14)の 0.79%である。以上の推算結果は、
浄水薬品の製造による二酸化炭素排出量であり、
浄水薬品の輸送による排出量を含んでいない。 
 
２－４）影響の大きい障害の種類とその対策 
障害時に間接的な電力消費量や間接的な二酸
化炭素排出量を大きく増加させる障害と増加量
が小さい障害があると予想された。このため、障

害の種類を異臭味障害、ろ過漏出障害、ろ過閉塞
障害、凝集沈殿障害、およびその他の障害に分類
し、障害の種類毎・必要となる浄水薬品の種類毎
に間接的な電力消費量や間接的な二酸化炭素排
出量を推算した。 
その結果、図 4および 5に示すように、間接的
な電力消費量、間接的な二酸化炭素排出量ともに



異臭味障害対策による粉末活性炭使用量増加の
影響がもっとも大きかった。とくに、間接的な二
酸化炭素排出量は、他の種類の障害、他の種類の
薬品と比較して顕著であった。これは、すべての
障害の中で異臭味障害の発生件数が239件と全体
の 72%を占めていたことや、粉末活性炭の製造に
かかる電力消費原単位、とくに二酸化炭素発生原
単位が他の浄水薬品と比較して比較的大きいこ
とが原因と考えられる。また、障害の種類によら
ず、凝集剤の使用量増加に起因する間接的な電力

消費量の増加量が比較的大きかった。 
すなわち、間接的な電力消費増加量への影響が
大きいのは、障害の種類別では異臭味障害、浄水
薬品の種類別では粉末活性炭および凝集剤であ
った。また、間接的な二酸化炭素排出増加量への
影響が大きいのは、異臭味障害発生時の粉末活性
炭であった。 
障害の種類ごと、また必要となる浄水薬品の種
類ごとの影響を明らかにすることができたので、
次に、単位送水量あたりの影響を検討した。その
結果、間接的な電力消費量の増加量は、図 6に示
すように、凝集沈殿障害発生時の凝集剤が最も大
きく、次いで異臭味障害発生時の粉末活性炭が大
きかった。間接的な二酸化炭素排出量については、
図 7に示すように、異臭味障害発生時の粉末活性
炭使用量増加の影響が顕著であった。これは、図
5 に示した年間の二酸化炭素排出増加量と同じ傾
向であった。 
以上のことから、異臭味障害は発生頻度および
発生時の影響の大きさが大きく、優先的な対策が
望まれることが分かった。 

 
３）浄水薬品の輸送に伴う二酸化炭素排出量 
３－１）輸送距離の予備解析 
 構築した方法で浄水薬品の輸送に伴う二酸化
炭素排出量の推算が可能なことを確認するため、
各地域から無作為に 6 事業体の 13 浄水場を選択
し、浄水薬品の輸送距離を予備解析した。その結
果、浄水場と薬品工場等の組み合わせによっては、
浄水薬品の輸送経路の解析ができない事例が生
じた。 
解析が不可能だったのは、１）浄水薬品の輸送

に海上輸送を含む場合、２）薬品工場等の所在地
を特定できなかった場合、３）薬品工場等から浄 
水場までの道路データが分断されており、経路の
探索が行えなかった場合、４）薬品工場等の所在
地が国外であった場合であった。これらのうち、
１）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい
ては、海上輸送にかかる原単位が小さいこと、お
よび輸送距離が短いことから、本年度は海上輸送
の影響を無視した。２）薬品工場等の所在地を特
定できなかった場合は、解析ができなかった。３）
薬品工場等から浄水場までの道路データが分断
されており、経路の探索が行えなかった場合は、
技術的にはデータの修正が可能であったが、修正
しなければならないデータ量および範囲が膨大
であったため、すべての道路データを修正するの
は困難であった。このため、本研究では解析しな
かった。４）薬品工場等の所在地が国外であった
場合については、本年度は解析対象外とした。今
後、海上輸送と国内輸送の両方について解析を行
い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討する
必要がある。 

表３ 輸送による二酸化炭素排出量の予備解析結果 
 

地域 浄水場
二酸化炭素排出増加量
[t-CO2/year]

原単位
[t-CO2/m

3/日]
北海道・東北 浄水場1 3.62 5.90E-05
関東 浄水場2 32.6* 3.87E-05
関東 浄水場3 56.8* 2.45E-04
関東 浄水場4 5.22* 1.56E-05
関東 浄水場5 20.5* 1.74E-05
関東 浄水場6 9.14* 7.53E-06
関東 浄水場7 1.00* 1.08E-06
関東 浄水場8 0.49* 1.72E-06
中部 浄水場9 0.21** 2.11E-06
関西 浄水場10 4.38 7.03E-05
関西 浄水場11 4.30 4.63E-05
中国・四国 浄水場12 1.90** 8.21E-05
九州・沖縄 浄水場13 5.70** 2.69E-05  

 
*薬品工場等の所在地が海外の場合は解析しなかった 

**道路データの分断があったため解析しなかった 



 
３－２）二酸化炭素排出変化量の予備解析 
 予備解析した浄水薬品の輸送距離に基づき、改
良トンキロ法による二酸化炭素排出量を推算し
た。その結果、表 3に示すように、輸送距離を算
出したすべての項目について推算が可能であっ
た。 
 
E. 結論 
 薬品工場等名、取扱薬品、郵便番号、所在地、
電話番号について、151 件の情報を集約すること
ができた。一方、東日本大震災の被災地域（復興
特別区域）に立地する 15箇所の事業体中 10箇所
から、東日本大震災が発生した際に薬品確保に支
障が生じたと報告された。また、復興特別区域以
外の地域に立地する 64 箇所の事業体でも、10 箇
所から支障があったと報告され、浄水薬品の確保
が広範囲で問題となったことが明らかになった。
また、災害時の薬品確保マニュアルが整備されて
いると回答した事業体は、調査した 79 件中 4 件
であった。このことから、マニュアル整備を推進
する必要性が示された。 
生物障害が発生した際の薬品注入率の変化に
伴う電力消費変化量および二酸化炭素排出量の
変化を推算した結果、電力消費量は 8,023 
MWh/year 、 二 酸 化 炭 素 排 出 量 は 34,026 
t-CO2/year増加したと推算された。これらの増加
量を浄水処理に伴う電力消費量および二酸化炭
素排出量と比較すると、それぞれ 0.11%、0.79%
であった。ただし、二酸化炭素排出量は、浄水薬
品の製造量の増加に伴う排出量増加量であり、輸
送量の増加に伴う二酸化炭素排出量の増加量を
含んでいない。調査した障害の中で、異臭味障害
は発生頻度および発生時の影響の大きさが大き
く、優先的な対策が望まれることが分かった。 
浄水薬品の輸送による二酸化炭素排出量の推
算方法を確立し、6カ所の地域からそれぞれ 1カ
所の水道事業体を無作為に抽出し、その 13 浄水
場を対処として予備的な解析を行った結果、薬品
工場等の所在地情報が不明な場合などの一部の
事例を除いたすべての事例について二酸化炭素
排出量を推算できた。 
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